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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月

売上高 (千円) 138,609 324,520 574,739 958,320 1,039,896

経常利益又は経常損失(△) (千円) △84,210 22,415 88,328 245,164 135,919

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) △85,451 22,153 113,616 150,604 70,397

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 128,550 128,550 128,550 493,255 494,655

発行済株式総数 (株) 14,670 14,670 14,670 1,682,200 8,431,000

純資産額 (千円) 40,768 62,921 176,538 1,056,554 1,144,962

総資産額 (千円) 108,384 165,549 335,729 1,287,875 1,447,292

１株当たり純資産額 (円) 5.56 8.58 24.07 125.62 134.00

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
－ － － － －

（－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△)

(円) △11.65 3.02 15.49 19.83 8.36

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) － － － 18.99 7.85

自己資本比率 (％) 37.6 38.0 52.6 82.0 78.1

自己資本利益率 (％) － 42.7 94.9 24.4 6.4

株価収益率 (倍) － － － 94.4 82.8

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － 12,392 27,836 211,789 89,783

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △17,580 △2,956 △44,101 △253,237

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △9,564 30,739 662,466 157,592

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － 65,710 121,329 951,483 945,622

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
7 17 23 34 44

（2) （2) （2) （3) （5)
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(注) １．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第７期は、１株当たり当期純損失金額であり、第８

期及び第９期については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。

５．自己資本利益率については、第７期は、当期純損失が計上されているため記載しておりません。

６．第７期、第８期及び第９期の株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。

７．１株当たり配当額及び配当性向については、第７期から第11期まで無配のため記載しておりません。

８．当社は第８期よりキャッシュ・フロー計算書を作成しておりますので、第７期のキャッシュ・フロー計算書

に係る各項目については記載しておりません。

９．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員含む）は、１年間

の平均人員を（）外数で記載しております。

10．第８期、第９期、第10期及び第11期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基

づき、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けておりますが、第７期の財務諸表については、監査を受

けておりません。

11．当社は平成26年３月２日付で普通株式１株につき100株、平成26年10月１日付で普通株式１株につき５株の

株式分割を行っておりますが、第７期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額を算定しております。

12．当社は平成26年６月27日に東京証券取引所マザーズに上場したため、平成26年９月期の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額は、新規上場日から平成26年９月末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定し

ております。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

平成16年12月
インターネットを利用した医師向けの情報提供サービスを主たる事業目的として、東京都港区赤坂
に株式会社メディカル・オブリージュ(現メドピア株式会社)を設立

平成17年３月
人材紹介会社への転職希望医師の一括登録サービス「医局＠人事」を開設し、医師求人情報サービ
スを開始

平成19年２月 東京都港区北青山に本社移転

平成19年８月 当社基盤事業である医師専用サイト「Next Doctors（現MedPeer）」の運用を開始

平成21年３月 「Next Doctors」サイト内で医師集合知サービス（リサーチ）を開始

平成21年５月 株式会社日経ＢＰと、両社のコミュニティサイト統合を中心とする業務提携契約を締結

平成21年10月
「Next Doctors」を「MedPeer」に改称、日経メディカル オンライン（現日経メディカル）との共
同事業運営を開始

平成22年４月
株式会社メディカル・オブリージュからメドピア株式会社に商号を変更
東京都港区南青山に本社移転

平成22年５月
医師集合知サービス（マーケティング支援）を開始
「MedPeer」サイト内で、「インタラクティブ・ケース・カンファレンス（症例検討会）」、「薬
剤評価掲示板」サービスを開始

平成23年３月 「MedPeer」サイト内で「Meet the Experts（症例相談）」サービスを開始

平成23年６月 「医局＠人事」を「MedPeer」サイト内に移行、「MedPeerキャリア」としてサービスを開始

平成24年５月 東京都渋谷区渋谷に本社移転

平成26年６月 東証マザーズ市場上場

平成26年７月 「MedPeer」サイト内で、「ホスピタル・レポート（ホスレポ）」サービスを開始

平成26年９月 「MedPeer」サイト内で、「医療機器評価掲示板」サービスを開始

平成26年11月 東京都渋谷区恵比寿に本社移転

平成27年６月 株式会社メディカルトリビューンと、医師会員の連携を行う業務提携契約を締結
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３ 【事業の内容】

当社事業は、医師向けソーシャル・サービス「MedPeer」を通じた単一事業でありますが、サービス内容は、「医師

集合知サービス」及び「医師求人情報サービス」から構成されております。

　当社は「Supporting Doctors, Helping Patients.（医師を支援すること。そして患者を救うこと。）」というミッ

ションの下、「集合知により医療を再発明すること。」をビジョンとしております。具体的には医療現場における医

師発の生の情報を共有するナレッジマネジメントツールである「MedPeer」サイトを運営し、全国のあらゆる医師が一

同に集まる「場」をインターネット上に設けております。医師の集合知（不特定多数の知見を蓄積し、分析、体系化

することで生成される情報）を形成することで医師同士が支えあう大きな力を生み出し、医療の質、すなわち患者へ

の治療の質をより一層向上させるものと認識しております。

「MedPeer」は、医師の疑問と回答を医師同士の善意の連鎖で結び付け、「集合知」を形成しております。医療に貢

献することを目的として立ち上げたサイトであり、医師である「MedPeer」会員は無料でサービスを利用することがで

きます。また、製薬企業に対して「医師集合知」の閲覧や、医療用医薬品の広告掲載枠を提供するとともに（医師集

合知サービス）、人材紹介会社へ医師の求職者情報を提供すること（医師求人情報サービス）等により収益を確保し

ております。

なお、医師求人情報サービスは、当社設立以来の継続事業でありますが、平成22年５月に「薬剤評価掲示板」の提

供を開始したことを契機に、平成23年９月期以降、医師集合知サービスの売上高は医師求人情報サービスを上回る規

模となっており、医師集合知サービスが当社の中核事業となっております。

 

(1)医師集合知サービス

「MedPeer」サイトへ掲載される情報が、他の医師の医療行為へ重大な影響を及ぼすため、サイトの利用者である

会員は医師に限定しております。ただし、医学生による「MedPeer」サイトの活用は医療の勉学に有益であることか

ら、医学生に対しても会員資格を付与しております。

また、医学生会員は、医師会員同様「MedPeer」サイトを閲覧することはできますが、医師が医療行為を行う際の

参考情報となり得る各種サービスにおいて、一切の投稿を禁止する措置を講じております。

　当社は会員資格付与に際し、専門機関のシステムを通じて医師資格を確認するとともに、医師免許にかかる公的

書類を徴求し、又は電話による本人確認を実施し、厳重に審査を実施しております。一方、医学生については顔写

真付の学生証の写しを徴求し、厳重な審査を実施しております。

■MedPeer会員数、薬剤評価掲示板投稿数の推移

年月 MedPeer会員数（人）
薬剤評価掲示板
投稿累計数（件）

平成23年９月 39,226 119,924

平成24年９月 48,620 209,598

平成25年９月 61,415 264,991

平成26年９月 71,186 341,361

平成27年９月 100,485 434,820
 

※MedPeer会員数は、９月末時点での人数を記載しております。

※薬剤評価掲示板投稿累計数は、「MedPeer」サイトの「薬剤評価掲示板」に対する会員からの投稿数の

累計をいい、月末時点での件数を記載しております。
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MedPeer会員は「MedPeer」サイトの諸機能を無料で活用でき、サイトの閲覧を通じて得た知見等を臨床ないし医

療技術の研鑽に役立てることができます。なお、MedPeer会員に対しては「MedPeer」サイトの活用に応じてポイン

トを付与しており、ポイントは「国境なき医師団」への寄付のほか、ギフト券への交換に用いることが可能となっ

ております。

 

■医師集合知サービス（会員向けサービス）

サービス 内容

薬剤評価掲示板 2,481種の医療用医薬品を対象に（平成27年９月30日時点）、医薬品毎に①製品基本情
報の閲覧　②薬剤の処方経験を有する医師会員による定量・定性評価情報への書き込
み・閲覧　③同種薬効、関連医薬品リストの閲覧　④製薬企業サイトへのリンクサー
ビスを行っております。

Meet the Experts
（症例相談）

我が国の医師資格は専門の疾患に限定するものでないことから、専門外の患者に対す
る臨床機会に直面することがあり、専門外の患者に適切な診断を行えないケースが想
定されます。このような場合には、当該疾患領域におけるオピニオンリーダーである
エキスパートドクターの意見を取り込む必要があり、このエキスパートドクターへの
相談機会を提供しております。

医療機器評価掲示板 医療機器評価掲示板では、国内で販売される医療機器を対象として、医療機器の種類
毎に設定した評価項目について、それぞれ5段階の定量評価および定性コメントを投
稿・閲覧することができます。

インタラクティブ・ケー
ス・カンファレンス
（症例検討会）

臨床医としてのスキルを磨く場としてインターネット上での症例検討会サービスを
行っております。具体的には会員より匿名化された症例情報が提供され、これに対し
他の会員より疾患の鑑別がなされるというものです。医師は自分の所属する病院や大
学の垣根を越え、全国の医師と症例検討をすることが可能となっております。

ディスカッション
 

医師会員の専門疾患領域に係る事項、臨床一般に係る事項、病院運営に係る事項等の
様々なテーマを題目とする掲示板を運営しております。

リサーチ 医師会員等の依頼により、「MedPeer」サイト内でアンケートを実施し、その結果をリ
アルタイムに公開することで、医師会員の意識調査や医師間の情報共有ができるサー
ビスを提供しております。

レジデント・レポート
（研修病院評価）

実際に初期研修に参加した医師から寄せられた臨床研修病院の評価を提供しておりま
す。募集要項にはない口コミ情報として、人材育成・環境、診療環境充実度、待遇、
ワークライフバランス、スタッフの士気、職場の風通し等の評価が投稿され、研修病
院選択の一助となっております。

ホスピタル・レポート
（勤務先病院評価）

実際に勤務した医師から寄せられた実体験にもとづく勤務先としての病院評価を提供
しております。
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　顧客である製薬企業等に対しては「MedPeer」サイト内の医師の処方動向の閲覧、最新の医師臨床知見の閲覧、

広告掲載枠の提供を行っております。当社は、これら製薬企業等に医師マーケティング支援を行うことでメディ

ア収入を得ております。また、製薬企業等からインターネットを通じた医師に対するアンケート調査等のリサー

チを受託しております。

　具体的な顧客向けサービスは以下のとおりです。

 

■医師集合知サービス（顧客向けサービス）

サービス 内容

マーケティング支援
(メディア)

「薬剤評価掲示板」内の顧客である製薬企業が販売する薬剤の評価ページ内にテ
キスト広告を掲示することができます。また、広告内に顧客が作成したリンクを
設定できるため、顧客は医師であることが確認された会員に対して自社コンテン
ツを閲覧させることが可能となります。同時に顧客はフィードバック情報として
該当薬剤の属する疾患領域全体の薬剤評価を他社薬剤も含めてすべて閲覧するこ
とが可能となり、マーケティング戦略の立案に活用することができます。
「Meet the Experts」内で相談された特定疾患領域において、製薬企業は当該疾
患領域のオピニオンリーダーである、エキスパートドクターと医師会員とのコ
ミュニケーションを閲覧することができるため、最新の医師臨床所見を共有する
ことができ、マーケティング戦略の立案に活用することができます。

リサーチ
(受託)

当社は製薬企業、医療機器メーカー、マーケティングリサーチ関連企業、広告代
理店等を顧客として、インターネット上のアンケート調査実施サービスを提供し
ております。当社運営サイト「MedPeer」の会員データベースを活用したアンケー
ト調査実施サービスは、年齢、勤務地域、診療科目、医師経験年数等、多くの属
性項目から回答者選択を可能とし、臨床の現場や薬剤に関連した見解の収集、特
定薬剤の市場規模の把握、マーケティング戦略立案など様々な場面において、従
来型の紙によるアンケートと比べてもスピードとコストの面で優位性を持ってお
ります。

 

 

(2)医師求人情報サービス

当サービスは、医師向け人材紹介会社を顧客とし、「MedPeer」サイトを通じ、顧客による求人情報の提供機会を

提供するとともに、転職を希望する会員が人材紹介会社に登録する機会を提供しております。「MedPeer」サイトを

利用している会員は勤務医が過半数を占めており、一般的に勤務医の人材流動性は高いとされていることから、会

員に対する転職情報や機会の提供は、人材紹介会社に効率的な営業機会を提供しております。

 

具体的な会員向けサービスは以下のとおりです。

サービス 内容

一括登録 会員に対して自身の職務経歴等を「MedPeer」サイトにのみ入力するだけで、複数
の人材紹介会社へ一括登録できるという利便性を提供しております。これにより、
人材紹介会社は効率的に転職希望者の情報を得ることができます。
 

求人案件 複数の人材紹介会社から求人案件を収集し、求人情報を求める会員へ効率的に情報
を提供しております。
 

スカウトサービス 人材紹介会社に対して、転職を希望する「MedPeer」会員へのスカウティングの機
会を提供しております。
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［事業系統図］

　

 

(注)※１　当社は「MedPeer」会員に対し、「MedPeer」サイト上のサービスを無料にて提供しております。

　　※２　「MedPeer」会員が「MedPeer」サイトへの投稿やアンケート回答、求職者情報の登録等を行う場合、当社

は会員に対し、ポイントを付与いたします。当該ポイントは、「国境なき医師団」への寄付のほか、ギフ

ト券への交換に用いることが可能となっております。

　　※３　リサーチにおいては、顧客都合により広告代理店を介して受注する場合があります。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成27年９月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

44 （5） 33.6 1.6 5,327
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員含む）は、最近１

年間の平均人員を（）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は単一セグメントであるため、セグメント情報との関連については記載しておりません。

４．前事業年度末に比べ、従業員数が10名増加しております。主な理由は業容拡大に伴う期中採用によるもので

あります。

 

(2) 労働組合の状況

　　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社は、医師の集合知の共有を通じて、ミッションである「Supporting Doctors, Helping Patients.( 医師を

支援すること。そして患者を救うこと。)」 を実現すべく、「MedPeer」サイトの基盤強化を進めるとともに、新

規会員の獲得及び既存会員の活性化に注力してまいりました。

一方、当社事業の主要顧客が属する医薬品業界においては、団塊の世代が2025年頃までに後期高齢者に達する事

により社会保障費の急増が懸念されるいわゆる2025年問題を背景に、薬価マイナス改定や、ジェネリック医薬品の

使用促進などの医療費用の抑制が推し進められております。それに加え、市場をけん引してきた大型薬剤が順次特

許切れを迎えていることから、国内外の製薬企業の収益環境は引き続き厳しい状況になることが予想されておりま

す。また、製薬企業から医師への金銭授受に関する透明性を確保する動きが活発化し、製薬企業の営業・マーケ

ティング活動における透明性と生産性の向上が重要視されております。

このような環境の中、当社は製薬企業が抱える営業・マーケティング活動、特に自社医薬品にかかる情報提供と

臨床現場からの情報収集を事業機会と捉え、医師会員の獲得及び製薬企業に向けての営業を積極的に進めて参りま

した。医師会員の獲得については、医師の臨床活動に有益な情報を提供する「MedPeer」サイトサービスの充実、

メディアへの露出等を通じた「MedPeer」の知名度向上を図るとともに、平成27年６月に株式会社メディカルトリ

ビューンと提携したことにより、当事業年度末において会員数は10万人を突破いたしました。

また、医師集合知サービスのうち「薬剤評価掲示板」を利用したマーケティング支援についても、各サービスの

一層の浸透により、広告掲載数が順調に推移いたしました。

この結果、当事業年度の売上高は1,039,896千円（前期比8.5％増）と増加し、営業利益は136,468千円（前期比

48.5％減）、経常利益は135,919千円（前期比44.6％減）、当期純利益は70,397千円（前期比53.3％減）となりま

した。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物の残高は前事業年度末より5,861千円減少し、945,622千円となりまし

た。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、89,783千円(前年同期比57.6％減)となりました。この主

な要因は、税引前当期純利益が119,682千円となるとともに、未払消費税等が28,346千円、売上債権が58,906千円

減少したこと及び法人税等の支払額が114,576千円発生したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度において投資活動により使用した資金は、253,237千円(前年同期比474.2％増)となりました。この

主な要因は、事業の譲受による支出170,000千円及び本社移転に伴う設備やPC等の有形固定資産の取得による支出

65,805千円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度において財務活動により得られた資金は、157,592千円(前年同期比76.2％減)となりました。この主

な要因は、長期借入による収入150,000千円によるものであります。

 

EDINET提出書類

メドピア株式会社(E30650)

有価証券報告書

10/88



 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、製品の生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。

 

(2) 受注実績

当社は、概ね受注から役務提供までの期間が短いため、受注状況に関する記載を省略しております。

 

(3) 販売実績

当社は単一セグメントとしているため、セグメント別の記載を省略しております。

なお、当事業年度における販売実績をサービスごとに示すと、次のとおりであります。

 

サービスの名称

当事業年度
（自　平成26年10月１日　
　　至　平成27年９月30日）

販売高(千円) 前年同期比(％)

医師集合知サービス 960,705 8.9

医師求人情報サービス 79,190 3.8

合計 1,039,896 8.5
 

 (注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

 

相手先

前事業年度 当事業年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

ファイザー株式会社 126,200 13.2 129,800 12.5

大塚製薬株式会社 119,982 12.5 116,375 11.2
 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社サービスの提供先となる医療・ヘルスケア業界において、e-Marketingの分野は他業界に比してその浸透は

遅れており、インターネット技術の進化と共に、今後の成長が期待されている領域であります。このような市場環

境に身をおく当社が安定成長を持続するためには、当社運営サイト「MedPeer」会員の満足度を高め、医師の臨床

上の課題を解決するための必須のインターネットサービスとしての地位を確固たるものとし、顧客からの信頼を向

上させ、リピート顧客の増加を図ることにより収益基盤を高めていく必要があると認識しております。　

　これらを具現化するため、当社は以下の７点を主な経営の課題と認識しております。

 

(1) 運営サイト「MedPeer」の継続的成長

　(2) 知名度の向上

　(3) サイトの安全性強化

　(4) 収益基盤の強化

　(5) 競合他社への対応

　(6) 優秀な人材の採用

　(7) 経営管理体制の強化

 
(1) 運営サイト「MedPeer」の継続的成長　

当社の事業は、運営サイトである「MedPeer」会員の満足度によって支えられていると考えております。会員の満

足度を維持するためにも、「MedPeer」会員に対し、日常臨床を行っていく上での疑問に答えを提示できるような

サービスを提供し続けることが課題と認識しております。また「MedPeer」が提供するサービスは医療にかかるもの

であることから社会的信頼を確保するためにも、個人情報の保護に関する法律、薬機法、製薬協コード・オブ・プ

ラクティス（※）等の順守も重要課題であると認識しております。この課題に対処するためにも、サービスの利便

性向上とともに、コンプライアンスの徹底を継続的に図ることにより、会員向けサービスを強化し続け、

「MedPeer」会員の満足度の維持を進めて参ります。

※　製薬協コード・オブ・プラクティスについて　

製薬企業が薬機法・独占禁止法等の関係法規と公正競争規約等の自主規制を順守し、医薬情報を適正な手段で提

供・収集・伝達するために定めている製薬業界の自主ルール

(2) 知名度の向上　

当社は、当社の運営するサービスの飛躍的な成長にとって、医師のみならず、製薬企業、医療機器メーカー、人

材紹介会社等の顧客に対して当社運営サイト「MedPeer」の知名度の向上を図ることが必要であると考えておりま

す。また、当社の知名度の向上は、大手企業との提携等も含めた事業展開をより有利に進めることや、サービスを

支える優秀な人材を採用・確保することに寄与すると考えております。

　当社では今後、当社及び当社運営サイト「MedPeer」の知名度向上を目指し、それぞれに適した広報活動を推進し

ていく方針です。

(3) サイトの安全性強化　

インターネット技術の進化にともない、インターネット上の情報共有の重要性は認識されてきておりますが、一

方でサイトの安全性維持に対する社会的要請も一層高まりを見せてきております。当社は、医師の情報や、患者、

病気の情報など、取扱う情報が通常のインターネットサイトに比して、より社会的に大きな影響を与え得る重要情

報であることを深く自覚しております。このため、サイトの信頼性・安全性強化を経営上の最重要課題として、今

後も個人情報の保護に関する法律、薬機法、製薬協コード・オブ・プラクティス等各種関連法規の順守を徹底する

方針です。

(4) 収益基盤の強化　

当社は製薬企業を顧客としたマーケティング支援サービスを主な収益源としております。当社が安定した成長を

続けていくためには、マーケティング支援サービスの実績を重ね、顧客からの信頼性を向上させることにより、受

注対象となった医薬品に対するリピート受注を図るとともに、同一顧客の他の医薬品まで受注範囲を広げ、収益基

盤を強化していくことが課題と認識しております。この課題に対処するため、インターネット技術を活用し、顧客

の要望に応えた新サービスの開発を図ること、運営サイト「MedPeer」の更なる会員獲得と活性化により顧客満足度

を向上させることで収益基盤の強化を進めて参ります。

(5) 競合他社への対応　
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製薬企業のe-Marketing市場においては、同業他社も取り組みを強化しているとともに、新規参入企業等が出現す

ること等により、競争が一層激しくなっていくことが予想されます。一方で、製薬企業内でe-Marketingに対する認

知度が高まり、利用企業数が増加すれば、当社にとってもメリットは大きいものと思われます。当社では、医師に

とって使い勝手の良いサイト構築を進めるとともに、製薬企業毎に異なるe-Marketing施策との協調、低コストオペ

レーションによる価格競争力及び広告対象薬剤数の拡大を軸に、更なる成長に取り組んで参ります。　

(6) 優秀な人材の採用　

当社は、「MedPeer」サイトによるサービスを事業基盤としており、その利便性及び機能の維持向上のためにも、

サイト構築を担当する技術者の安定的な採用が当社の事業成長にとっての課題であると認識しております。専門性

が高い人材は適時に採用することが困難な場合があり、近年採用コストは増加傾向にあります。また、営業担当者

についても収益基盤の強化と併せて適時に採用を進めていく必要があります。これらの課題に対処するため、従業

員が高いモチベーションを持って働ける環境や人事制度の整備を行い、必要な人材を適時に採用できるような組織

体制の整備を進めて参ります。　

(7) 経営管理体制の強化　

当社が継続的に医師や顧客に対して安定的にサービスを提供し、企業価値を継続的に向上させるためには、経営

管理体制の更なる強化が必要と認識しております。当社は、組織が健全かつ有効、効率的に運営されるように内部

統制の整備、強化、見直しを行うとともに、法令順守の徹底に努めて参ります。
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４ 【事業等のリスク】

 以下において、当社の事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考え

られる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社は、こ

れらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社

の株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えており

ます。

　なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、特段の記載がない限り、本書提出日現在において当社が判断した

ものであり、不確実性が内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

 

(1) 事業環境について

① インターネットについて

当社は、インターネットを利用した医療関連事業を展開しており、医療分野におけるインターネットの活用

シーンの多様化、利用可能な端末の増加等のインターネットの更なる普及が成長のために不可欠な条件と考えて

おります。しかしながら、医療分野におけるインターネット普及の障壁、利用に関する新たな規制やインター

ネットビジネス関連事業者を対象とする法的規制等の導入、その他予期せぬ要因によって、インターネット利用

の順調な発展が阻害された場合、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 

② 医療及びヘルスケア市場について

現在、当社の主要顧客は製薬企業となっております。当社の提供するサービスは、製薬企業の既存のマーケ

ティング戦略に新たな選択肢を与えるもので、社会全体の医療費の動向に大きく左右されるものではありません

が、市場の停滞、縮小や新たな市場動向に当社が対応できない場合には、当社の業績が影響を受ける可能性があ

ります。

　また、製薬企業間において、グローバルなレベルでの企業間競争が展開され、再編の動きが続いております。

企業間競争は当社が提供する各種サービスの採用を加速する可能性がある一方、再編された既存顧客による方針

変更等が生じた場合には契約見直しの可能性もあり、その場合には当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。

 

(2) 事業運営について

① 個人情報、顧客情報の保護について

当社は、「MedPeer」サイト上で登録された会員の個人情報を取得利用しているため、「個人情報の保護に関す

る法律」が定める個人情報取扱事業者としての義務を課されております。

当社は、個人情報の外部漏洩の防止はもちろん、不適切な利用、改ざん等の防止のため、個人情報の管理を事

業運営上の重要事項と捉え、保護管理体制の確立に努めております。個人情報取扱規程を制定し、個人情報の取

り扱いに関する業務フローを定めて厳格に管理するとともに、全従業員を対象として社内教育を徹底する等、同

法及び関連法令並びに当社に適用される関連ガイドラインの順守に努めるとともに、個人情報の保護に積極的に

取り組んでおります。

しかしながら、当社が保有する個人情報につき、今後、漏洩、改ざん若しくは不正使用等が生じる可能性を完

全に否定することはできません。個人情報の流出等の重大なトラブルが当社、当社の業務提携先若しくは当社の

顧客で発生した場合には、個人情報保護法への抵触、損害賠償の請求や信用の低下等により、当社の事業及び業

績に影響を与える可能性があります。

また、当社は、顧客より事業に関する機密情報を受け取る場合がありますが、当社の主な顧客は互いに競合す

る製薬企業であり、顧客情報の取り扱いに細心の注意を払う必要があります。そのため、顧客情報に関する業務

フローを定め、厳格に管理するとともに社内教育の徹底を図っております。しかしながら、機密情報の流出等の

重大なトラブルが当社で発生した場合、損害賠償の請求や信用の低下等により、当社の事業及び業績に重大な影

響を与える可能性があります。
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② 知的財産権について

当社運営サイト「MedPeer」は、会員数の多さと他業界で一般的な評価サービスを組み合わせていることにより

差別化されており、特殊な技術やプログラミング等を利用していないため、特許の有無による当社事業への影響

は大きくないと考えております。

当社による第三者の知的財産権侵害の可能性については、調査可能な範囲で対応を行っており、現在は当該侵

害の事実はないものと認識しております。しかしながら、当社の事業分野で当社の認識していない知的財産権が

既に成立している可能性又は新たに当社の事業分野で第三者により知的財産権等が成立する可能性は否定できま

せん。かかる場合においては、当社が第三者の知的財産権等を侵害することによる損害賠償請求や差止請求等、

又は当社に対するロイヤリティの支払い要求等を受けることにより、当社の事業及び業績に影響を与える可能性

があります。

また、当社では当社の持つ商標権を侵害されないよう細心の注意を払っていますが、他者からの侵害を把握し

きれない、若しくは適切な対応ができない場合には、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 

③ サイト機能の充実について

当社は、医師である会員に対し臨床現場に有用な情報を提供するサービスを行うため、「MedPeer」サイトにお

ける機能の拡充を進めております。しかしながら、今後、有力コンテンツの導入や会員のニーズの適確な把握が

困難となり、十分な機能の拡充に支障が生じた場合、会員に対する訴求力の低下等により、当社の事業及び業績

に影響を与える可能性があります。

 

④ 技術革新について

当社が事業を展開するインターネット業界においては、事業に関連する技術革新のスピードや顧客ニーズの変

化が速く、それに基づく新機能の導入が相次いで行われております。当社は、これらの変化に対応するため、技

術者の確保や必要な研修活動を行っておりますが、これらが想定どおりに進まない場合等、変化に対する適切な

対応に支障が生じた場合、当社の業界における競争力が低下し、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があ

ります。

 

⑤ システム面について

当社の運営するサイトへのアクセスの急増等の一時的な過負荷や電力供給の停止、当社ソフトウェアの不具

合、コンピューターウィルスや外部からの不正な手段によるコンピューターへの侵入、自然災害、事故等、当社

の予測不可能な様々な要因によってコンピューターシステムがダウンした場合、当社の事業活動に支障を生ずる

可能性があります。現在、一部のサーバーに関してクラウドサービスへの移行をしておりますが、クラウドサー

ビス自体に障害が発生した場合は、当社サービスの提供に支障をきたす可能性があります。また、サーバーの作

動不能や欠陥に起因して、当社の信頼が失墜し取引停止等に至る場合や、当社に対する損害賠償請求が発生する

場合も想定され、このような場合には当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 

⑥ ポイントシステムについて

当社は、一部サービスにおいて、寄付金やギフト券等に交換可能なMedPeerポイントを会員に対して付与してお

ります。このポイントが不正な操作等により、当社が正式に発行した以上に集められ、交換を求められた場合、

当社の業績に影響を与える可能性があります。　　
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(3) 事業内容について

① 各種規制について

当社において医師集合知サービス等を展開する上で、「MedPeer」サイトに掲載している医療用医薬品に関する

記載については、薬機法による規制を受けております。薬機法による規制については、厚生労働省が管轄官庁で

あります。当社は、医療用医薬品に関する「MedPeer」サイト上の記載が薬機法に準拠していることの確認を行っ

ております。

また法的規制以外では、日本製薬工業協会が定める「製薬協コード・オブ・プラクティス」が存在します。製

薬協コード・オブ・プラクティスとは、製薬企業が薬機法・独占禁止法等の関係法規と公正競争規約等の自主規

制を順守し、医薬情報を適正な手段で提供・収集・伝達するために定めている製薬業界の自主ルールであり、当

社では当該コードの順守に努めております。

しかしながら、業界では各種規制の見直しが進んでおり、関連法令や業界団体による規制等の改廃、新設が行

われた際に、当社が何らかの対応を余儀なくされた場合や、これらに対応できない場合には、当社の事業及び業

績に影響を与える可能性があります。

 

② 「MedPeer」への依存について

当社は、医師専用サイト「MedPeer」を運営しており、医師間の情報共有に特化した機能を提供しております。

そして当社の事業は、「MedPeer」サイトを基盤としたものとなっております。このため、新たな規制の導入等、

予期せぬ事象によりサイトの利便性が低下し、同業他社に対する競争力を喪失して利用者数が減少した場合やサ

イト運営が不能となった場合には、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 

③ サイトの健全性の維持について

「MedPeer」サイトでは不特定多数の会員同士が独自にコミュニケーションを図っており、こうしたコミュニ

ケーションにおいては、他人の知的財産権、名誉、プライバシーその他の権利等の侵害が生じる危険性が存在し

ております。

このため、禁止事項を利用規約に明記するとともに、利用規約に基づいた利用がされていることを確認するた

めにドクターサポート（会員サポート）担当者を設置し、社内で独自のガイドラインを整備した上で、薬剤評価

掲示板についてはすべてのコメントを目視にて確認しております。また、利用規約等に違反した会員に対しては

ドクターサポート担当者から改善要請等を行っているため、一定の健全性は維持されているものと認識しており

ます。

なお、利用規約で定められている主な禁止事項の内容は以下のとおりとなっております。

　イ．法令又は公序良俗に違反する行為

　ロ．第三者の産業財産権（特許権、商標権等）、著作権、企業秘密等の知的財産権を侵害する行為

　ハ．第三者の信用若しくは名誉を侵害し、又は第三者のプライバシー権、肖像権その他一切の権利を侵害する

行為

　ニ．営利・非営利を問わず、全ての医療及び医療類似行為

　ホ．他の会員の個人情報を収集、蓄積する行為、又はこれらの行為をしようとすること

　ヘ．本人、第三者の如何を問わず個人のメールアドレス、電話番号、住所など個人と特定しうる情報の掲載行

為

　ト．虚偽の情報（名前、誕生日、メールアドレス、住所などの個人情報を含む）を掲載、登録することで第三

者になりすます行為

　チ．違反行為により利用停止された会員が再度サービスに登録する行為

　リ．違反行為により利用停止された会員を故意又は過失により招待する行為

　ヌ．招待状を第三者へ譲渡する行為、また会員資格を第三者に利用させる又は譲渡する行為

　ル．一つの会員資格を複数人で利用する行為

　ヲ．一人で複数の会員資格を保有する行為

　ワ．本サービス上の画像などを含めた情報を無断使用・編集・複製・転載する行為

　カ．運営会社又は会員が所属する業界団体の内部規則に違反する行為

　ヨ．本サービスに関し利用しうる情報を改ざんする行為

　タ．その他、運営会社が、合理的な理由に基づき不適切と判断する行為
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しかしながら、急速な利用者数の増加による規模拡大に対して、サイト内における不適切行為の有無等を完全

に把握することが困難となり、サイト内において発生したトラブルが起因となり、当社が法的責任を問われる可

能性があります。また、当社の法的責任が問われない場合においても、トラブルの発生自体がサイトのブランド

イメージ悪化を招き、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、当社は、今後想定される事業規模拡大への対応も含めて、監視機能強化のため会員サポートにかかる人

員増強等、サイトの健全性の維持のために必要な対策を実施していく方針でありますが、これに伴うシステム対

応や体制強化の遅延等が生じた場合、対応のために想定以上に費用が増加した場合には、当社の事業及び業績に

影響を与える可能性があります。

 

④ 「MedPeer」サイト利用者の投稿コンテンツの利用について

当社では、「MedPeer」サイトへ会員が投稿したコンテンツを、投稿者への利用確認、個人情報の排除等の処理

を行った上で、顧客へ提供、顧客の販促物に掲載、雑誌や新聞に掲載する場合があります。この場合において

は、当該コンテンツについて弁護士その他の専門家の意見をふまえて、必要な場合には投稿者への個別の意思確

認を行う等、法的には十分と考えられる権利処理手続きを行っており、また、法改正等に備えて十分な法的対応

を取る体制を整えております。しかしながら、当該コンテンツの利用における権利処理に関連した風評問題が発

生した場合には、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 

⑤ 「MedPeer」サイト内に掲載される広告について

当社運営サイト「MedPeer」及び当社が配信するメールマガジンに掲載される広告においては、当社独自の広告

掲載基準による確認を実施し、法令や公序良俗に反するインターネット広告の排除に努めております。しかしな

がら、人為的な過失等の要因により当社が掲載したインターネット広告に瑕疵があった場合、状況によっては広

告掲載申込者や会員等からのクレームや損害賠償請求がなされる可能性は完全には否定できず、当社の事業及び

業績に影響を与える可能性があります。また、サイトのシステム障害等を理由として広告掲載が行われなかった

場合には、広告掲載申込者からのクレームや損害賠償請求がなされ、当社の事業及び業績に影響を与える可能性

があります。

 

⑥ 競合について

当社運営サイト「MedPeer」は、会員である医師が臨床に有用な情報を効果的に得られるよう、医師目線を念頭

に構成しており、医師間の情報共有に特化したサイトとして、様々な医師向けウェブサイトの中で特徴を有して

いるものと認識しております。

　当社が提供する医師集合知サービスは、直接、又は間接的に他社と競合する場合がありますが、当社では上記

特徴を活かしながら、同業他社と比較し、より医師が使い易い情報供給源であるためのサービスの改善を継続的

に行い、薬剤の処方行動変容を的確に把握し得る、効率的な製薬企業の営業・マーケティング活動の支援サービ

スを展開しています。既存の同業他社による製薬企業にとっての利便性を重視したサービスとは、既に構築され

ているサイトサービスの構成等に相当の差が存在していることから、同業他社に対する模倣の障壁は比較的高い

ものと認識しております。

「MedPeer」会員数は10万人に達し（平成27年９月30日現在）、薬剤評価掲示板への投稿累計数も43万件（平成

27年９月30日現在）を超えていることから、「MedPeer」会員のサイトへの参画度合は相当に高いと認識しており

ます。このような会員層と会員数を獲得することは容易ではないものと考えられることから、新規の参入障壁は

比較的高いものと認識しています。

しかし、当社が今後において優位性をより強め、「MedPeer」サイトの医師にとっての利用価値の維持向上が図

れるか否かについては不確実な面があります。今後、資本力、マーケティング力、幅広い顧客基盤、高い知名度

を有する先行同業他社による模倣や、資本力、マーケティング力、専門性を有する企業等の参入によって、当社

の競争優位性が低下または競争が激化することにより、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。
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⑦ 当社サービスの陳腐化又は代替サービスの参入について

当社の主な事業である製薬企業の医療用医薬品販売を対象とするマーケティング支援は、「MedPeer」会員であ

る医師が医療用医薬品の処方権を持ち、患者に対し処方行動を行うことを前提としております。従いまして、医

薬品の処方を医師ではなく薬剤師や患者が直接行うようになる、また遺伝子操作等の医薬品に依存しない治療の

比率が拡大する等、医療システムが抜本的に変わった場合、当社の提供するサービスが陳腐化する可能性があり

ます。

　その他、薬機法に定められた医薬品の広告に関する規制が撤廃・改変され、製薬企業による特定の医薬品の広

告に関して、医療従事者の確認が不要とされた場合、一般向けの広告代理店などによる代替サービスの参入の可

能性があり、その場合当社の事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

今後市場規模の拡大にともない、当社サービスの代替となる他のマーケティングツール等が普及する可能性、

並びに当社の顧客が業務を自ら手がけて顧客内でマーケティング活動が完結する可能性などがあり、その場合、

当社の事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑧ 医師集合知サービスについて

当社の主たる収益は、製薬企業の顧客の広告予算を対象とした医師集合知サービスによる収入であります。平

成27年９月期における売上高（1,039,896千円）に占める医師集合知サービスの売上高の比率は92.4％（960,705

千円）であり、その依存度は高い状況にあります。従って、製薬企業における広告費の支出動向や他の媒体との

競合の激化及び「MedPeer」サイトの健全性が損なわれること等により、「MedPeer」のブランド力が低下し、当

社のマーケティング支援の売上高が減少した場合には、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　また、当社の医師集合知サービスには、一部顧客と会員の間でのメッセージのやりとりを伴うものが含まれま

す。メッセージの内容に関する責任は基本的に発信者自身が負いますが、当社のサービスを使った顧客、会員等

による発信情報が当事者若しくは第三者に損害を与えた場合、それに関連して当社の責任が問われる可能性があ

ります。

　なお、当社の医師集合知サービスに不具合があった場合、原則その責任の範囲は契約金額が上限であり、機会

損失は補填しないと契約に記載していますが、当社の業績に影響を与える可能性があります。

(4) 組織体制について

① 代表取締役社長　石見陽への依存について

代表取締役社長である石見陽は当社創業者であります。石見は、現在も週に１回、医師として臨床の現場に立

ち現役医師としての視点を維持するとともに、インターネット関連事業に関する豊富な経験と知識を蓄積してお

ります。

当社は、取締役会や経営会議等における役員及び幹部社員の情報共有や経営組織の強化を図り、石見に過度に

依存しない経営体制の整備を進めておりますが、何らかの理由により石見が当社の業務を継続することが困難と

なった場合、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 

② 小規模組織であること

当社は、小規模な組織であり、現在の内部管理体制もこれに応じたものになっております。当社は、今後の事

業拡大に応じて、従業員の育成、人員の採用を行うとともに業務執行体制の充実を継続的に図っていく方針であ

りますが、これらの施策が適時適切に進行しなかった場合には、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があ

ります。

　また、現在当社は従業員の多くが近接した地域に在住しているため、自然災害や火災などの大きなアクシデン

トが起きた場合、損害が集中しやすく、事業の継続に影響が出る可能性があります。

 

EDINET提出書類

メドピア株式会社(E30650)

有価証券報告書

18/88



 

(5) その他

① 新規事業展開に伴うリスクについて

当社では、「MedPeer」サイトによるサービスを中心として、新規事業を展開する可能性があります。新規事業

の展開にあたってはその性質上、計画どおりに事業が展開できず投資を回収できなくなる可能性や、当社の業績

に影響を与える可能性があります。

 

② 配当政策について

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、経営成績及び財政状態を勘案し、利益還元

策を決定していく所存であります。しかしながら、当社は平成24年９月期より当期純利益を計上しております

が、未だ内部留保が充実しているとはいえず、創業以来配当を行っておりません。また、当社は現在、成長過程

にあると考えており、内部留保の充実を図り、事業の効率化と事業拡大のための投資等に充当し、なお一層の業

容拡大を目指すことが、株主に対する最大の利益還元に繋がると考えております。

　将来的には、各期の経営成績及び財政状態を勘案しながら株主への利益還元を検討していく方針であります

が、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定であります。

 

③ 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

本書提出日におけるストック・オプションによる新株予約権の個数は3,967個であり、発行済株式総数

8,593,500株の8.5％に相当しております。当社の株価が行使価額を上回り、かつ権利行使についての条件が満た

され、これらの新株予約権が行使された場合には、１株当たりの株式価値が希薄化することになります。

　なお、新株予約権の詳細は、後記「第４　提出会社の状況　1　株式等の状況（2）新株予約権等の状況」及

び「（7）ストックオプション制度の内容」をご参照ください。

 

 

５ 【経営上の重要な契約等】

株式会社日経BPとの間で締結していた業務提携契約については、後記「第５　経理の状況　注記事項（企業結合等関

係）」をご参照ください。

 

６ 【研究開発活動】

 該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

その作成には、経営者による会計方針の選択、適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を及

ぼす見積りを必要としております。これらの見積りについては、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりま

すが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りとは異なる場合があります。

　当社の財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針は「第５　経理の状況 １ 財務諸表等 （１）

財務諸表 注記事項 重要な会計方針」に記載しております。

 

 (2）財政状態の分析

（資産）

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べて159,417千円増加し、1,447,292千円となりました。

これは現金及び預金5,861千円、受取手形及び売掛金58,906千円の減少があったものの、有形固定資産50,874千

円、無形固定資産165,471千円の増加を主要因とするものであります。

（負債）

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べて71,009千円増加し、302,330千円となりました。これ

は資産除去債務15,084千円、借入金139,828千円の増加があったものの、未払法人税等62,579千円の減少を主要因

とするものであります。

（純資産）

当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末に比べて88,408千円増加し、1,144,962千円となりました。

これは当期純利益の計上に伴う利益剰余金70,397千円の増加を主要因とするものであります。

 

(3）経営成績の分析

（売上高）

当事業年度における売上高は1,039,896千円（前年同期比8.5％増）となり、内訳は、医師集合知サービス

960,705千円（前年同期比8.9％増）、医師求人情報サービス79,190千円（前年同期比3.8％増）です。

「MedPeer」サイトの会員数増加等によりメディア価値が向上したことにより、受注増加に結実いたしました。

（売上原価、売上総利益）

当事業年度における売上原価は149,692千円（前年同期比38.4％増）となり、結果、売上総利益は890,203千

円（前年同期比4.7％増）となりました。売上原価の主な増加要因は、「MedPeer」サイトの改善及び新サービ

ス開発に伴う人件費及びクラウド型サーバーの利用料の増加によるものですが、売上高の増加がこの費用の増

加を吸収し、売上総利益が増加する結果となりました。

（販売費及び一般管理費、営業利益、経常利益）

当事業年度における販売費及び一般管理費は753,735千円（前年同期比28.8％増）となりました。これは主

に、業容拡大に伴う人員増強による人件費及び採用教育費の増加等によるものであります。この結果、当事業

年度における営業利益は136,468千円（前年同期比48.5％減)となりました。　

　当事業年度において営業外収益は815千円、営業外費用は1,365千円発生しており、経常利益は135,919千円

（前年同期比44.6％減）となりました。

（当期純利益）

当事業年度において特別損失は16,236千円発生しており、税引前当期純利益は119,682千円（前年同期比

51.2％減）となりました。また、法人税、住民税及び事業税を54,091千円計上し、繰延税金資産が4,806千円増

加したため、当期純利益は70,397千円（前年同期比53.3％減）となりました。
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(4）キャッシュ・フローの分析

当事業年度における現金及び現金同等物の残高は前事業年度末より5,861千円減少し、945,622千円となりまし

た。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、89,783千円(前年同期比57.6％減)となりました。この主

な要因は、税引前当期純利益が119,682千円となるとともに、未払消費税等が28,346千円、売上債権が58,906千円

減少したこと及び法人税等の支払額が114,576千円発生したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度において投資活動により使用した資金は、253,237千円(前年同期比474.2％増)となりました。この

主な要因は、事業の譲受による支出170,000千円及び本社移転に伴う設備やPC等の有形固定資産の取得による支出

65,805千円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当事業年度において財務活動により得られた資金は、157,592千円(前年同期比76.2％減)となりました。この主

な要因は、長期借入による収入150,000千円によるものであります。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因

当社は、医師専用サイト「MedPeer」を運営しており、医師間の情報共有に特化した機能を提供しております。

当社の事業は「MedPeer」サイトを基盤としたものとなっており、医師会員の数及び「MedPeer」サイトの利用度

合いは当社の経営成績に重要な影響を与える要因と考えております。そのため、当社といたしましては、

「MedPeer」サイトのコンテンツを充実させるとともに、機能を拡充させることで、会員数の維持及び増加並びに

サイト活性化を図って参ります。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社の自己資本比率は平成27年９月末で78.1%、流動比率は657.5%となっており、流動性は十分確保されている

と考えております。

 

(7) 経営戦略の現状と見通し

　当社は、「Supporting Doctors, Helping Patients.（医師を支援すること。そして患者を救うこと。）」とい

うミッションの下、「集合知によって医療分野の変革を行う」ことをビジョンとし、医師の集合知を活用した

サービスを展開しております。

　今後も多くの医師に活用していただけるサイト構築を進めるとともに、既存サービスはもとより、医師の集合

知を活用した新たなサービスの開発・運営を通じて、医師会員、顧客企業、ひいては患者にとって価値のある

サービスを提供できるよう努めて参ります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資等の総額は65,805千円であります。これは主に、本社移転に伴う設備やPC等の取得による

ものであります。

　　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】
平成27年９月30日現在　

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

合計

本社
(東京都渋谷区)

事業用機器 35,508 19,705 55,214 44(5)　　
 

(注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．建物は、賃借建物に施した建物附属設備の金額であります。

３．上記の他、本社建物を賃借しており、年間賃借料は42,301千円であります。

４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（）内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

５．当社は単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載は行っておりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,500,000

計 33,500,000
 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年12月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,431,000 8,593,500
東京証券取引所
(マザーズ)

(注)１,２

計 8,431,000 8,593,500 ― ―
 

(注)　１．１単元の株式数は100株であります。

２．提出日現在発行数には、平成27年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

EDINET提出書類

メドピア株式会社(E30650)

有価証券報告書

23/88



 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　 会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。
　
　第３回（あ）新株予約権　平成22年９月29日の臨時株主総会決議（平成22年10月20日取締役会決議）

 
事業年度末現在
(平成27年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成27年11月30日)

新株予約権の数(個)  50（注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 25,000（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 110（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成24年10月21日
至　平成32年９月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 110
資本組入額   55（注）４

同左

新株予約権の行使の条件

 

 

（注)６

 

 

 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注)９ 同左
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は500株であります。

　　 ２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かか

る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

　
   また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）又は自己株式の処分

を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
 

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げ額）とし、その余を資本準備金とする。

５．新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。
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６．新株予約権行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内　外

の証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得

た場合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれか

の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただし、当社取締役会の承認を得た場合

はこの限りではない

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予

約権割当契約書」で定めるところによる。

７．新株予約権の取得事由

(1)　新株予約権者が新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予約権を無償で取

得することができる。

(2)　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、又は株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

９．組織再編時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社 （以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる額に、(注)６の（4）に従って決定される当該新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)４に準じて決定する。

(7)　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会（再編対象会社が取締役会設置会社でな

い場合には「取締役」とする。）の承認を要する。

(8)　新株予約権の行使条件

 (注)６に準じて決定する。

(9)　新株予約権の取得事由

(注)７に準じて決定する。
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　第３回（う）新株予約権　平成22年９月29日の臨時株主総会決議（平成23年８月17日取締役会決議）

 
事業年度末現在
(平成27年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成27年11月30日)

新株予約権の数(個)   100（注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)      50,000（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 110（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成25年８月18日
至　平成32年９月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　 110
資本組入額   55（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注)６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注)９ 同左
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は500株であります。

　　 ２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かか

る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

　
   また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）又は自己株式の処分

を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
 

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げた額)とし、その余を資本準備金とする。

５．新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

６．新株予約権行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た

場合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれか

の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただし、当社取締役会の承認を得た場合

はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予

約権割当契約書」で定めるところによる。
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７．新株予約権の取得事由

(1)　新株予約権者が新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予約権を無償で取

得することができる。

(2)　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、又は株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

９．組織再編時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社 （以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

　 　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　 再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　 組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる額に、(注)６の（4）に従って決定される当該新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　 　(注)４に準じて決定する。

(7)　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会（再編対象会社が取締役会設置会社でな

い場合には「取締役」とする。）の承認を要する。

(8)　新株予約権の行使条件

　　 (注)６に準じて決定する。

(9)　新株予約権の取得事由

　　 (注)７に準じて決定する。
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　第６回（あ）新株予約権　平成24年９月５日の臨時株主総会決議（平成24年９月25日取締役会決議）

 
事業年度末現在
(平成27年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成27年11月30日)

新株予約権の数(個)   380（注)１   55（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 190,000（注）２ 27,500（注）２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 140（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成27年９月26日
至　平成34年９月４日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　140
資本組入額  70（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注)６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注)９ 同左
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は500株であります。

　　 ２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かか

る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

　
   また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）又は自己株式の処分

を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
 

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げた額)とし、その余を資本準備金とする。

５．新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

６．新株予約権行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た

場合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれか

の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただし、当社取締役会の承認を得た場合

はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予

約権割当契約書」で定めるところによる。
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７．新株予約権の取得事由

(1)　新株予約権者が新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予約権を無償で取

得することができる。

(2)　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、又は株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

９．組織再編時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社 （以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる額に、(注)６の（4）に従って決定される当該新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)４に準じて決定する。

(7)　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会（再編対象会社が取締役会設置会社でな

い場合には「取締役」とする。）の承認を要する。

(8)　新株予約権の行使条件

(注)６に準じて決定する。

(9)　新株予約権の取得事由

(注)７に準じて決定する。
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　第７回新株予約権　平成25年９月27日の臨時株主総会決議（平成25年９月27日取締役会決議）

 
事業年度末現在
(平成27年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成27年11月30日)

新株予約権の数(個) 375（注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 187,500（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 150（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成28年９月28日
至　平成35年９月26日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　150
資本組入額  75（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注)６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注)９ 同左
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は500株であります。

　　 ２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かか

る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

　
   また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）又は自己株式の処分

を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
 

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げた額)とし、その余を資本準備金とする。

５．新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

６．新株予約権行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た

場合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれか

の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただし、当社取締役会の承認を得た場合

はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予

約権割当契約書」で定めるところによる。
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７．新株予約権の取得事由

(1)　新株予約権者が新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予約権を無償で取

得することができる。

(2)　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、又は株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

９．組織再編時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社 （以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる額に、(注)６の（4）に従って決定される当該新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)４に準じて決定する。

(7)　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会（再編対象会社が取締役会設置会社でな

い場合には「取締役」とする。）の承認を要する。

(8)　新株予約権の行使条件

(注)６に準じて決定する。

(9)　新株予約権の取得事由

(注)７に準じて決定する。
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　第８回（あ）新株予約権　平成25年12月26日の第９回定時株主総会決議（平成25年12月26日取締役会決議）

 
事業年度末現在
(平成27年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成27年11月30日)

新株予約権の数(個) 241（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 120,500（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 220（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成28年12月29日
至　平成35年12月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　  220
資本組入額  110（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注）６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）９ 同左
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は500株であります。

　　 ２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かか

る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

　
   また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）又は自己株式の処分

を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げた額)とし、その余を資本準備金とする。

５．新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

６．新株予約権行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た

場合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれか

の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただし、当社取締役会の承認を得た場合

はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予

約権割当契約書」で定めるところによる。

EDINET提出書類

メドピア株式会社(E30650)

有価証券報告書

32/88



 

７．新株予約権の取得事由

(1)　新株予約権者が新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予約権を無償で取

得することができる。

(2)　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、又は株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

９．組織再編時の取扱い

　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社 （以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる額に、(注)６の（4）に従って決定される当該新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)４に準じて決定する。

(7)　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会（再編対象会社が取締役会設置会社でな

い場合には「取締役」とする。）の承認を要する。

(8)　新株予約権の行使条件

(注)６に準じて決定する。

(9)　新株予約権の取得事由

(注)７に準じて決定する。
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　第８回（い）新株予約権　平成25年12月26日の第９回定時株主総会決議（平成26年２月13日取締役会決議）

 
事業年度末現在
(平成27年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成27年11月30日)

新株予約権の数(個) 10（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,000（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 220（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成28年12月29日
至　平成35年12月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　  220
資本組入額  110（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注）６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）９ 同左
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は500株であります。

　　 ２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かか

る調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

　
   また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く）又は自己株式の処分

を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げた額)とし、その余を資本準備金とする。

５．新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

６．新株予約権行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の普通株式が日本国内外の

証券取引所に上場される日まで、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た

場合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれか

の地位にあることを要する。ただし、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただし、当社取締役会の承認を得た場合

はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき新株予約権者と締結する「新株予

約権割当契約書」で定めるところによる。
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７．新株予約権の取得事由

(1)　新株予約権者が新株予約権の行使条件に該当しなくなったときは、当社は当該新株予約権を無償で取

得することができる。

(2)　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画、当社が完全子会

社となる株式交換契約、又は株式移転計画につき株主総会で承認（株主総会の承認が不要な場合には

取締役会決議）がなされたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

９．組織再編時の取扱い

　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社 （以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる額に、(注)６の（4）に従って決定される当該新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)４に準じて決定する。

(7)　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会（再編対象会社が取締役会設置会社でな

い場合には「取締役」とする。）の承認を要する。

(8)　新株予約権の行使条件

(注)６に準じて決定する。

(9)　新株予約権の取得事由

(注)７に準じて決定する。
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　第９回新株予約権　平成26年11月13日の取締役会決議

 
事業年度末現在
(平成27年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成27年11月30日)

新株予約権の数(個) 3,186（注）１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 318,600（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,818（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成28年１月１日
至　平成36年11月26日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1,818
資本組入額　909（注)４

同左

新株予約権の行使の条件 （注）６ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）９ 同左
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

　　 ２．当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式によ

り目的たる株式の数を調整する。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使してい

ない新株予約権についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

３．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合

を行う場合、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
 

　　　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

　　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に

係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　　　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り

上げた額)とし、その余を資本準備金とする。

５．新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には取締役会の承認を要する。

６．新株予約権行使の条件

(1)　新株予約権者は、下記①乃至③に掲げる各条件を充たした場合、各新株予約権者に割り当てられた本新

株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を、当該条件を

最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から行使することができる。なお、行使可能な

新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
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①　平成27年９月期において、売上高が14.5億円を超過し、かつEBITDA（当社の有価証券報告書に記載さ

れた連結損益計算書における営業利益に、連結キャッシュ・フロー計算書に記載された減価償却費及

び無形固定資産償却費を加算した額をいい、以下同様とする。なお、連結財務諸表を作成していない

場合、それぞれ損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書とする。）が正の値となった場合 行使可能

割合：10％

② 平成27年９月期乃至平成30年９月期のうち、いずれかの期において売上高が20億円を超過し、かつ当

該超過した期においてEBITDAが正の値となった場合 行使可能割合：50％

③ 平成27年９月期乃至平成30年９月期のうち、いずれかの期において売上高が30億円を超過し、かつ当

該超過した期においてEBITDAが正の値となった場合 行使可能割合：100％

(2) 上記(1)における売上高及びEBITDAの判定において、適用される会計基準の変更等により売上高もしくは

参照すべきEBITDAの計算に用いる各指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な範囲内

において、別途参照すべき適正な指標及び数値を取締役会にて定めるものとする。

(3) 新株予約権者は、当社又は当社関係会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員を退任又は退職した場

合、上記(1)に基づいて既に行使可能となっている新株予約権を除き、それ以降本新株予約権を行使する

ことができない。

(4)　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(5)　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(6) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

７．新株予約権の取得事由

(1)　新株予約権者が権利行使をする前に、(注)６に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった

場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

(2)　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主

総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める

日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

８．１株に満たない端数の処理

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。

９．組織再編時の取扱い　　

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社 （以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ

(注)３で定められる行使価額を調整して得られる額に、(注)６の（4）に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から

新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)４に準じて決定する。

(7)　新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得には、再編対象会社の取締役会（再編対象会社が取締役会設置会社でない

場合には「取締役」とする。）の承認を要する。

(8)　新株予約権の行使条件

(注)６に準じて決定する。

(9)　新株予約権の取得事由

(注)７に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年３月２日
（注）１

1,452,330 1,467,000 ― 128,550 ― 118,550

平成26年６月26日
（注）２

160,000 1,627,000 294,400 422,950 294,400 412,950

平成26年７月22日
（注）３

10,000 1,637,000 2,750 425,700 2,750 415,700

平成26年７月28日
（注）４

35,200 1,672,200 64,768 490,468 64,768 480,468

平成26年８月５日～
平成26年８月19日
（注）５

10,000 1,682,200 2,787 493,255 2,787 483,255

平成26年10月１日
（注）６

6,728,800 8,411,000 ― 493,255 ― 483,255

平成27年５月20日
（注）７

20,000 8,431,000 1,400 494,655 1,400 484,655
 

(注) １． 株式分割（１株：100株）によるものであります。　

　　 ２． 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)

　　発行価格　　　 4,000円

　　引受価額　　  3,680円

　　資本組入額  　1,840円

　　 ３． 新株予約権の権利行使による増加です。

　　 ４． 有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)

　　発行価格      3,680円

　　資本組入額　　 1,840円

　　割当先　　野村證券㈱

    ５． 新株予約権の権利行使による増加です。

６． 株式分割（１株：５株）によるものであります。

    ７． 新株予約権の権利行使による増加です。

８． 平成27年10月１日から平成27年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が

 162,500株、資本金が11,375千円及び資本準備金が11,375千円増加しております。

 

 
(6) 【所有者別状況】

平成27年９月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 23 31 22 5 2,968 3,052 ―

所有株式数
(単元)

― 5,071 5,682 6,422 5,751 53 61,316 84,295 1,500

所有株式数
の割合(％)

― 6.02 6.74 7.62 6.82 0.06 72.74 100.0 ―
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(7) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

石見　陽 東京都渋谷区 2,800,000 33.21

島田　亨　 東京都千代田区 650,000 7.71

BOZO株式会社 東京渋谷区代々木三丁目58番２号 625,000 7.41

山中　篤史　　　 埼玉県上尾市 450,000 5.34

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 402,700 4.78

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY（常
任代理人　シティバンク銀行株
式会社）

388 GREENWICH STREET,NEW YORK,USA
（東京都新宿区新宿６丁目27－30）

252,000 2.99

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目13-14 205,200 2.43

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目6-1 144,500 1.71

石見　奈津子 東京都渋谷区 100,000 1.19

小山内　久人 東京都品川区 100,000 1.19

計 ― 5,729,400 67.95
 

（注）レオス・キャピタルワークス株式会社から、平成26年７月25日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があ

り、平成26年７月18日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末日

現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況は株主名簿によっております。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)
レオス・キャピタル
ワークス株式会社

東京都千代田区
丸の内一丁目11番1号

124,600 7.66
 

 

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式
等)

― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式
等)

― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　8,429,500 84,295 １単元の株式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式　　　1,500 ― ―

発行済株式総数 8,431,000 ― ―

総株主の議決権 ― 84,295 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方

法によるものであります。

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。　
　
　第３回（あ）新株予約権（平成22年10月20日取締役会決議）

決議年月日 平成22年10月20日

付与対象者の区分及び人数 取締役１名、従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。
 

(注) 権利行使により、本報告書提出日の前月末現在の付与対象者の区分及び人数は、取締役１名、従業員０名と

なっております。

 

　第３回（う）新株予約権（平成23年８月17日取締役会決議）

決議年月日 平成23年８月17日

付与対象者の区分及び人数 取締役４名、従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。
 

(注) 権利行使及び取締役の退任による失効により、本報告書提出日の前月末現在の付与対象者の区分及び人数は、

取締役２名、従業員０名となっております。
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　第６回（あ）新株予約権（平成24年９月25日取締役会決議）

決議年月日 平成24年９月25日

付与対象者の区分及び人数 取締役４名、従業員６名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。
 

(注) 取締役の退任、従業員の退職による失効及び権利行使により、本書提出日の前月末現在において、付与対象者

の区分及び人数は、取締役２名、従業員４名となっております。

 

　第７回新株予約権（平成25年９月27日取締役会決議）

決議年月日 平成25年９月27日

付与対象者の区分及び人数 取締役2名、従業員17名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。
 

(注) 従業員の退職による失効により、本書提出日の前月末現在において、付与対象者の区分及び人数は、取締役２

名、従業員は12名となっております。
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　第８回（あ）新株予約権（平成25年12月26日取締役会決議）

決議年月日 平成25年12月26日

付与対象者の区分及び人数 取締役2名、従業員12名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。
 

(注) 従業員の退職による失効により、本書提出日の前月末現在において、付与対象者の区分及び人数は、取締役２

名、従業員は８名となっております。

 

　第８回（い）新株予約権（平成26年２月13日取締役会決議）

決議年月日 平成26年２月13日

付与対象者の区分及び人数 従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。
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　第９回新株予約権（平成26年11月13日取締役会決議）

決議年月日 平成26年11月13日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名、執行役員１名、従業員29名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。
 

(注) 従業員の退職による失効により、本書提出日の前月末現在において、付与対象者の区分及び人数は、取締役３

名、執行役員１名、従業員は25名となっております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。
　
　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　　　　該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、経営成績及び財政状態を勘案し、利益還元策

を決定していく所存であります。しかしながら、当社は当期純利益を計上しているものの、未だ内部留保が充実し

ているとはいえず、創業以来配当を行っておりません。また、当社は現在、成長過程にあると考えており、内部留

保の充実を図り、事業の効率化と事業拡大のための投資等に充当し、なお一層の業容拡大を目指すことが、株主に

対する最大の利益還元に繋がると考えております。

　当社の剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会でありますが、

期末配当の年１回を基本方針としております。将来的には、各期の経営成績及び財政状態を勘案しながら株主への

利益還元を検討していく方針でありますが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定

であります。

なお、当社は中間配当を取締役会決議によって行うことができる旨を定款に定めております。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月

最高(円) ― ― ―
14,100
※2,820

2,378

最低(円) ― ― ―
6,600
※1,320

684
 

(注) １．当社株式は、平成26年６月27日から東京証券取引所マザーズに上場しております。それ以前については、

該当事項はありません。

　　 ２．※印は、株式分割（平成26年10月１日、１株→５株）による権利落後の株価であります。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成27年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,378 2,110 1,739 1,700 1,588 870

最低(円) 1,771 1,623 1,428 1,356 730 684
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５ 【役員の状況】

男性７名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役

社長
― 石見　陽 昭和49年３月9日

平成11年４月

平成16年12月

 

　　　　　　平

成17年６月

平成26年10月

東京女子医科大学病院入職

株式会社メディカル・オブリー

ジュ（現当社)設立

当社取締役

当社代表取締役社長（現任）

株式会社綜合臨床ホールディング

ス社外取締役（現任）

（注）３ 2,800,000

取締役

ヒューマンリ

ソース部管掌兼

コーポレート

ファイナンス部

管掌兼経営企画

部部長

山中　篤史 昭和53年２月４日

平成14年１月

平成16年12月

平成25年５月

平成26年10月

平成27年４月

株式会社志正堂入社

当社取締役管理部部

長　　　　　　当社取締役

当社取締役経営企画部部長

当社取締役ヒューマンリソース部

管掌兼コーポレートファイナンス

部管掌兼経営企画部部長（現任）

（注）３ 450,000

取締役

セールス&マーケ

ティング部管掌

兼キャリアサー

ビス部管掌兼メ

ディカルサービ

ス部管掌

脇丸　俊郎 昭和48年２月25日

平成９年３月

 

平成19年９月

 

平成21年１月

平成22年６月

平成22年12月

平成23年９月

 

平成25年５月

 

平成27年11月

 

 

プライスウォーターハウスコンサ

ルタント株式会社（現日本アイ・

ビー・エム株式会社）入社

グッドウィル・グループ株式会社

入社

株式会社シグマクシス入社

当社入社

当社取締役

当社取締役マーケティング支援事

業部部長兼キャリア事業部部長

当社取締役セールス&マーケティ

ング部部長

当社取締役セールス&マーケティ

ング部管掌兼キャリアサービス部

管掌兼メディカルサービス部管掌

（現任）

（注）３ 29,700

取締役

（非常勤）
― 宮田　俊男 昭和50年10月19日

平成15年５月

平成16年２月

平成18年４

月　　　　　　

平成21年７月

 

平成21年８月

平成22年８月

平成25年９月

 

平成25年９月

 

平成25年10月

 

平成25年11月

 

平成26年４月

 

平成27年４月

 

平成27年12月

三井記念病院外科研修医

大阪厚生年金病院外科インデント

日本生命済生会付属日生病院外科

専攻医

大阪大学大学院医学系研究科心臓

血管外科学特任助教

厚生労働省医政局課長補佐

厚生労働省医薬食品局課長補佐

日本医療政策機構　エグゼクティ

ブ・ディレクター、医療政策ユ

ニット長（現任）

神奈川県庁顧問（ライフイノベー

ション）（現任）

国立がん研究センター政策室長

（現任）

内閣官房健康・医療戦略室　戦略

推進補佐官（現任）

東北大学医学部客員教授（現任）

大阪大学医学部招聘教授（現任）

京都大学産学官連携本部客員教授

（現任）

当社取締役（現任）

（注）３ ―

監査役

（常勤）
― 龍湖　康雄 昭和27年９月28日

昭和51年４月

平成10年３月

 

平成16年３月

 

平成16年５月

平成24年９月

株式会社ダイエー入社

株式会社オーエムシーカード（現

株式会社セディナ）入社

インテグレーション・マネジメン

ト株式会社取締役

株式会社ハブ監査役

当社監査役（現任）

（注）４ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役

（非常勤）
― 葉山　孝 昭和22年11月12日

昭和45年４月

平成14年４月

 

平成17年３月

 

平成19年９月

 

平成24年12月

日本生命保険相互会社入社

朝日監査法人（現有限責任あずさ

監査法人）入所

公認会計士葉山孝事務所代表（現

任）

株式会社CELL（現株式会社ドワン

ゴ）取締役就任（現任）

当社監査役（現任）

（注）４ 41,500

監査役

（非常勤）
― 佐藤　弘康 昭和49年６月17日

平成13年10月

 

平成21年４月

 

平成24年12月

弁護士登録（第一東京弁護士会）

成和共同法律事務所（現成和明哲

法律事務所）入所

成和明哲法律事務所パートナー

（現任）

当社監査役（現任）

（注）４ ―

計 3,321,200

 

(注) １．取締役宮田俊男は、社外取締役であります。

２．監査役龍湖康雄、葉山孝及び佐藤弘康は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、平成27年12月18日の定時株主総会終結の時から平成29年９月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４．監査役の任期は、平成26年２月28日の臨時株主総会終結の時から平成29年９月期に係る定時株主総会の終結

の時までであります。

５．取締役山中篤史は、代表取締役社長石見陽の義弟であります。

６．当社では、取締役会の意思決定機能、監督機能の強化、及び特定分野の業務執行機能の強化を目的として、

執行役員制度を導入しております。なお、執行役員にはCTO室長兼技術部管掌福村彰展を選任しておりま

す。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　　① 企業統治の体制

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社が「MedPeer」サイトを中心として提供するサービスは、医師に中立性、健全性の観点から信頼される事が

基本的な成立要件であります。医師からの信頼を高める上で、運営母体の信用向上は欠かせない要件であるとと

もに、株主をはじめとして従業員、取引先、債権者、医療業界等の皆様の利益を重視した経営を行うことが当社

の使命であると考えております。そのためには、当社事業が永続的な発展を果たすことが不可欠であり、経営の

健全性及び透明性の向上を目的とするコーポレート・ガバナンスの強化は重要な経営課題であると認識し、積極

的に取組んでおります。

 

（企業統治の体制の概要）

イ．取締役会

当社の取締役会は、取締役４名で構成されており、うち社外取締役が１名であります。意思決定機関として

の透明性、公平性を確保し、当社の業務執行に対する監督機能及び監査機能を明確化するため、社外取締役１

名を選任しております。また社外監査役３名も取締役会に出席しており、より広い視野にもとづいた経営意思

決定と社外からの経営監視を可能とする体制作りの強化に努めております。

　定例取締役会は原則として、毎月１回定期的に開催するほか、迅速かつ的確な意思決定を確保するため、必

要に応じて臨時取締役会を開催しております。

 

ロ．取締役の選任決議

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投

票によらないものとする旨定款に定めております。

 
ハ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

 
ニ．株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとしている事項

a．自己株式の取得

当社は自己株式の取得について、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等

により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。これは、経済情勢の変化に応じて財務

戦略等の経営戦略を機動的に遂行するためであります。

 
b．中間配当

当社は取締役会の決議によって、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質

権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当ができる旨を定款に定めております。これは株主への

機動的な利益還元を行うためであります。

 
ホ．監査役会・監査役

当社は、監査役会設置会社であり、監査役会は社外監査役３名で構成され、うち１名が常勤監査役でありま

す。監査役会は、毎月１回定期的に開催し、取締役会の意思決定の適法性について意見交換する等、コーポ

レート・ガバナンスの実効性を高めるよう努めております。

　また、常勤監査役は、経営会議にも出席しており、意思決定プロセスの妥当性の検証を行っております。
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ヘ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによ

る取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の

限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及

び監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするものであります。

 
ト．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償額の限度額は法令が定める額としており

ます。当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査役が責任の原因となった職務の遂行

において善意かつ重大な過失がないときに限られます。

 
チ．当社のコーポレート・ガバナンス体制図

 

 

（当該企業統治の体制を採用する理由）

当社は、経営に対する意思決定のスピードアップと企業活動の透明性を高めるために上記の企業統治体制を採

用しております。

 
（内部統制システムの整備の状況）

当社の取締役会は、内部統制の実施状況に対する整備・運用状況をチェックし、適宜基本方針の見直しを実施

することで、内部統制システムの充実を図っています。

　なお、当社の取締役会は上記の基本方針について、改正会社法および改正会社法施行規則に対応するため、平

成27年５月15日開催の取締役会において、当該基本方針の改正を決議いたしました。

 
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役会は、「Mission」「Vision」「Our Values」及び規程に基づき、代表取締役社長がその精神を継続

的に取締役、執行役員及び使用人に伝達することにより法令・定款及び社会規範を順守してまいります。　　

②　取締役会は、コンプライアンスに関する規程を制定し、取締役、執行役員及び使用人がコンプライアンス

に取り組むための体制を整備してまいります。　

③　代表取締役社長は、「リスクマネジメント規程」に基づきコンプライアンスに取り組むための全社横断組

織としてリスクマネジメント委員会を設置し、リスク管理体制の整備及び問題点の把握に努めてまいります。　
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④　取締役会は、ヒューマンリソース部長、監査役及び外部の法律事務所を通報窓口とする「ヘルプライン規

程」を制定し、不正行為等の防止及び早期発見に努めてまいります。

⑤　監査役は、取締役会への出席及び業務執行状況の調査等を通じて、公正普遍な立場から、取締役の職務執

行を監査してまいります。また、監査役は、会社の業務に適法性を欠く事実又は適法性を欠くおそれのある事実

を発見したときは、その事実を指摘して、これを改めるよう取締役会に勧告し、状況によりその行為の差止めを

請求できる体制を構築してまいります。

⑥ 内部監査担当部署は、「内部監査規程」に基づき各部署におけるコンプライアンスの状況を監査し、監査

結果を定期的に代表取締役社長及び監査役に報告してまいります。

⑦ 反社会的勢力に対しては、「反社会的勢力対策規程」に基づきいかなる場合においても、金銭その他の経

済的利益を提供しないことを基本姿勢とし、これを当社内に周知してまいります。

 
(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、「文書取扱規程」に従い、適切に記録し、保存するとともに、必要な関係

者が閲覧できる体制といたします。

 
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　リスク管理については、リスクの種類毎の担当部署にて、規程の見直し、マニュアルの作成、研修等を行

ない、リスクの早期発見と防止に努めることを原則とし、組織横断的リスク状況の管理は、リスクマネジメント

委員会が各担当部署との情報共有及び定期的な会合等を通じて行なうものといたします。

②　情報セキュリティ管理規程、個人情報取扱規程に基づき、機密情報の管理徹底と個人情報の適切な保護を

行うものといたします。

③ 万一不測の事態が発生した場合には、リスクマネジメント委員会が中心となって、全社的な対応を行うも

のといたします。

 
(4) 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

①　取締役会は、法定事項の決議、経営に関する重要事項の決定及び業務執行の監督等を行うものとし、毎月

１回の定時取締役会を開催するほか、迅速かつ的確な意思決定を確保するため、必要に応じて臨時取締役会を開

催いたします。また、中期経営計画及び年次計画を策定し、各取締役の職務の執行について効率性を確保いたし

ます。

②　取締役は、当該計画達成のために、責任の明確化を目的として制定された「職務権限規程」に基づき、自

らが管掌する部門において具体的計画及び効率的な達成方法を定めるものといたします。

③　取締役は、取締役会、経営会議等において、前号に関する進捗状況を報告するものといたします。

 
(5) 次に掲げる体制その他の会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

現在、当社に子会社等は存在いたしません。しかし、将来において子会社等を設立または取得する場合には、

企業集団全体で内部統制の徹底を図るための体制を整備することといたします。

 
(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項並びに監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　当社は、監査役より職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、監査役と協議のうえ職務を

補助すべき使用人を設置することといたします。

②　前号に基づき、監査役より監査業務に必要な命令を受けた者は、その命令に関して、取締役等の指揮命令

を受けないものといたします。

③ 上記1号に基づき、監査役の職務を補助すべき使用人は監査役の指揮命令にのみ服するものとし、その人事

及び給与等の待遇を決定ないし変更するに際しては、監査役との事前協議を要するものとし、取締役からの独立

性を確保いたします。

 
(7) 次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制

イ) 取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告するための体制
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①　監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会等の重要な会議に出席

して出席者に説明等を求めることができるとともに、必要に応じて随時、取締役、執行役員及び使用人に報告を

求めることができるものといたします。

②　取締役、執行役員または使用人は、前号の監査役の求めに応じて、業務執行の状況、内部監査の実施及び

通報状況、その通報の内容等を報告する体制を整備いたします。

③ 取締役は、当社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を発見した場合は、直ちにその内容を監査役に報

告いたします。

ロ) 子会社の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員等の職務を行うべき者その他これらの者

に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

現在、当社に子会社等は存在いたしません。しかし、将来において子会社等を設立または取得する場合には、

企業集団全体で内部統制の徹底を図るための体制を整備することといたします。

 
(8) 前項に基づいて、監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

①　当社は、ヘルプライン規程を設けて、受理された内部通報のうち必要なものは速やかに調査いたします。

当該制度においては、内部通報の受付窓口はヒューマンリソース部長、監査役及び外部の法律事務所に設置され

ており、通報者が適切に通報先を選択することにより、通報者が特定されないよう整備されております。

②　当社は、内部通報をした者等、監査役への報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由に人事その他

の処遇においていかなる不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役、執行役員及び使用人に周知徹底

いたします。

 
(9) 会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ず

る費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役が、その職務の執行のために、弁護士、公認会計士その他の社外の専門家に対して助言を求め

る又は調査、鑑定その他の事務を委託するなどのために所要の費用の前払い又は償還等を請求するときは、当該

請求に係る費用が当該監査役の職務の執行に必要でないと合理的に認められる場合を除き、これを拒むことがで

きないこととし、速やかに当該費用又は債務を処理するものといたします。

 
(10)その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

① 監査役と代表取締役社長、内部監査責任者、会計監査人との間の定期的な意見交換会を設定するなど、相互

の連携を図ることといたします。

② 監査役が経営会議などの重要会議に出席し、または稟議書等の重要文書の閲覧を通じて意思決定の過程及び

業務の執行状況を把握できる体制を確保することといたします。

 
（リスク管理体制の整備の状況）

当社では、リスク管理に関するリスクマネジメント規程を定めると共に、代表取締役社長を委員長とするリスク

マネジメント委員会にて、リスクの把握、最適なリスク管理体制の立案、推進を図り、全社横断的なコンプライア

ンス体制を整備することにより、リスクの低減及びその適切な対応を図っております。

　具体的には、社内リスクの洗い出しとそれらのレベル分けを行い、優先的対応案件からの順次の対応と予防、再

発防止策の策定及び実施を行っております。

 
② 内部監査及び監査役監査の状況

当社は、小規模組織である事に鑑み、内部監査を専門とする部署を設置しておりませんが、代表取締役の指名

した内部監査責任者の指揮のもと、全部門を対象に会計監査と業務監査を計画的に実施しております。なお、内

部監査責任者が所属している部門の内部監査については、代表取締役が別部門から任命し、相互監査が可能な体

制にて運用しております。監査結果は、実施した都度、代表取締役へ報告を行っております。

　当社の監査役会は社外監査役３名で構成されており、うち１名の常勤監査役を選任しております。各監査役は

毎事業年度において策定される監査計画において定められた業務分担に基づき監査を実施し、毎月、１回の定時

監査役会を開催し情報の共有を図っております。また、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席するととも

に、内部統制システムの整備状況について、業務監査及び会計監査を通じ確認しております。

　内部監査責任者と監査役は、定期的に内部監査の実施状況等について情報交換を行うとともに、重要な会議に
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出席する事によって情報の共有を図っております。会計監査人とは、情報交換、意見交換を行うなど監査の実効

性と効率性の向上を目指しております。具体的には監査役と会計監査人との間では、年に２回、会合が開催され

ており、監査上の問題点の有無や今後の課題に関して意見の交換等が行われております。また、期末及び四半期

ごとに実施される監査講評については、監査役及び内部監査責任者が同席することで情報の共有を図っておりま

す。

 
③ 会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、独立した公正な立場から会計に関する監査を受けて

おります。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はな

く、また同監査法人は自主的に業務執行社員について当社の会計監査に７年を超えて関与することのないよう処

置を取っております。また当社は、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備するとともに、株主及び投

資家にとって有用な会計情報を提供するための会計処理方法、開示方法の相談等、緊密な情報交換を心がけてお

ります。

　当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりでありま

す。

　　ａ 業務を執行した公認会計士の氏名

　　　 指定有限責任社員業務執行社員　吉村孝郎

　　　 指定有限責任社員業務執行社員　髙木政秋

　　　 ※継続監査年数については７年以内であるため、記載を省略しております。

　　ｂ 監査業務に係る補助者の構成

　　　 公認会計士４名、その他６名

 
④　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名であり、社外監査役は３名であります。

　新任社外取締役の宮田俊男は、豊富な経験と幅広い知見を有しており、独立的な立場で監督、提言を行うこと

が可能であると判断しております。

　社外監査役の龍湖康雄は、様々な業界での職務経験と他の会社における経営経験、又は監査役として豊富な経

験を有しており当社の監査体制の強化に努めております。

　社外監査役の葉山孝は、公認会計士としての専門知識・経験等を活かして当社の監査体制の強化に努めており

ます。

　社外監査役の佐藤弘康は、弁護士として培われた高度な人格と専門的な法律知識を有しており当社の監査体制

の強化に努めております。

　なお、社外監査役葉山孝は当社普通株式41,500株を保有しておりますが、これら以外の人的関係、資本的関係

又は取引関係その他の利害関係はありません。また、社外取締役及び社外監査役に関しては会社法第427条第１項

の規定に基づき、賠償責任限定契約の締結ができる旨を定款で定めております。

　当社では、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針は特段定めておりません

が、その選任に際しましては、経歴や当社との関係を踏まえるとともに、株式会社東京証券取引所の独立性に関

する判断基準等を参考にしております。
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⑤　役員報酬の内容

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区分
報酬等の総額
　　（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる役
員の員数(名）基本報酬

ストック・オ
プション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役
を除く）

50,460 50,460 　－ 　－ 　－ 3

社外役員 14,400 14,400 　－ 　－ 　－ 4
 

 

ロ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

　　　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ．役員報酬等の額の決定に関する方針

当社の役員報酬については、株主総会決議により取締役及び監査役それぞれの報酬等の限度額を決定してお

ります。各役員の報酬額は、取締役については取締役会の決議により決定し、監査役については監査役の協議

にて決定しております。

 

⑥ 株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　 　１銘柄

　貸借対照表計上額の合計額　　　 15,000千円

 
ロ．保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

14,000 2,500 17,000 －
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

(前事業年度)

　該当事項はありません。

(当事業年度)

　該当事項はありません。

 
③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前事業年度)

公認会計士法第２条第１項以外の業務である有価証券届出書作成のための助言・指導とコンフォートレ

ター作成業務についての対価を支払っております。

(当事業年度)

該当事項はありません。　

 

④ 【監査報酬の決定方針】

 監査報酬の決定方針は定めておりませんが、監査日数等を勘案し、決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１ 財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成26年10月１日から平成27年９月30日ま

で)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、監査法人等が主催する

研修への参加及び財務・会計専門誌等の定期購読を行っております。

 

EDINET提出書類

メドピア株式会社(E30650)

有価証券報告書

54/88



１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 951,483 945,622

  受取手形 25,920 21,384

  売掛金 219,177 164,806

  前払費用 4,801 8,764

  繰延税金資産 23,573 27,867

  その他 4,559 1,542

  貸倒引当金 △44 △34

  流動資産合計 1,229,469 1,169,953

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 538 40,439

    減価償却累計額 △201 △4,930

    建物（純額） 337 35,508

   工具、器具及び備品 13,254 30,070

    減価償却累計額 △9,252 △10,365

    工具、器具及び備品（純額） 4,002 19,705

   有形固定資産合計 4,339 55,214

  無形固定資産   

   ソフトウエア 50 －

   ソフトウエア仮勘定 － 15,355

   のれん － 150,166

   無形固定資産合計 50 165,522

  投資その他の資産   

   投資有価証券 － 15,000

   敷金 53,713 40,789

   繰延税金資産 301 813

   投資その他の資産合計 54,014 56,602

  固定資産合計 58,405 277,339

 資産合計 1,287,875 1,447,292
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  1年内返済予定の長期借入金 － 30,516

  未払金 32,489 22,244

  未払費用 30,640 13,054

  未払法人税等 81,926 19,346

  前受金 4,313 17,745

  預り金 3,043 3,410

  賞与引当金 3,140 15,702

  ポイント引当金 44,014 52,508

  その他 31,751 3,405

  流動負債合計 231,320 177,934

 固定負債   

  長期借入金 － 109,312

  資産除去債務 － 15,084

  固定負債合計 － 124,396

 負債合計 231,320 302,330

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 493,255 494,655

  新株式申込証拠金 － ※  11,970

  資本剰余金   

   資本準備金 483,255 484,655

   資本剰余金合計 483,255 484,655

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 80,043 150,440

   利益剰余金合計 80,043 150,440

  株主資本合計 1,056,554 1,141,721

 新株予約権 － 3,241

 純資産合計 1,056,554 1,144,962

負債純資産合計 1,287,875 1,447,292
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 958,320 1,039,896

売上原価 108,176 149,692

売上総利益 850,143 890,203

販売費及び一般管理費 ※  585,353 ※  753,735

営業利益 264,790 136,468

営業外収益   

 受取利息 49 181

 保険解約返戻金 702 －

 その他 0 634

 営業外収益合計 753 815

営業外費用   

 支払利息 485 315

 上場関連費用 12,356 －

 株式交付費 7,049 250

 為替差損 233 321

 その他 254 477

 営業外費用合計 20,378 1,365

経常利益 245,164 135,919

特別損失   

 本社移転費用 － 16,236

 特別損失合計 － 16,236

税引前当期純利益 245,164 119,682

法人税、住民税及び事業税 82,619 54,091

法人税等調整額 11,940 △4,806

法人税等合計 94,559 49,285

当期純利益 150,604 70,397
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 労務費  73,424 67.9 103,807 62.9

Ⅱ 経費 ※１ 34,752 32.1 61,240 37.1

　小計  180,176 100.0 165,047 100.0

　他勘定振替額 ※２ －  15,355  

 売上原価  108,176  149,692  
 

原価計算の方法

当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。

 

(注) ※１ 主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

外注費 2,639 5,250

支払手数料 11,620 8,982

通信費 12,306 24,275

賃借料 3,443 12,802
 

 

 
　　※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

ソフトウェア仮勘定 － 15,355

計 － 15,355
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合

計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰

余金

当期首残高 128,550 118,550 118,550 △70,561 △70,561 176,538 176,538

当期変動額        

新株の発行 364,705 364,705 364,705   729,411 729,411

当期純利益    150,604 150,604 150,604 150,604

当期変動額合計 364,705 364,705 364,705 150,604 150,604 880,015 880,015

当期末残高 493,255 483,255 483,255 80,043 80,043 1,056,554 1,056,554
 

 
 当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

新株式申込

証拠金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合

計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰

余金

当期首残高 493,255 － 483,255 483,255 80,043 80,043 1,056,554 － 1,056,554

当期変動額          

新株の発行 1,400  1,400 1,400   2,800  2,800

新株式申込証拠金の

払込による収入
 11,970     11,970  11,970

当期純利益     70,397 70,397 70,397  70,397

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       3,241 3,241

当期変動額合計 1,400 11,970 1,400 1,400 70,397 70,397 85,167 3,241 88,408

当期末残高 494,655 11,970 484,655 484,655 150,440 150,440 1,141,721 3,241 1,144,962
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年10月１日
　至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 245,164 119,682

 減価償却費 3,830 14,175

 移転費用 － 16,236

 のれん償却額 － 19,833

 賞与引当金の増減額（△は減少） 3,140 12,561

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △10

 受取利息及び受取配当金 △49 △181

 支払利息 485 315

 保険解約返戻金 △702 －

 売上債権の増減額（△は増加） △88,085 58,906

 ポイント引当金の増減額（△は減少） 16,534 8,494

 立替金の増減額（△は増加） △256 256

 前受金の増減額（△は減少） 1,950 13,432

 未払金の増減額（△は減少） △577 △9,893

 未払費用の増減額（△は減少） 5,032 △17,585

 未払消費税等の増減額（△は減少） 19,673 △28,346

 預り金の増減額（△は減少） 1,783 366

 上場関連費用 12,356 －

 株式交付費 7,049 250

 その他 △2,047 12,314

 小計 225,281 220,809

 利息の受取額 49 181

 利息の支払額 △432 △395

 移転費用の支払額 － △16,236

 法人税等の支払額 △13,109 △114,576

 営業活動によるキャッシュ・フロー 211,789 89,783

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 事業譲受による支出 － △170,000

 有形固定資産の取得による支出 △3,312 △65,805

 投資有価証券の取得による支出 － △15,000

 無形固定資産の取得による支出 － △15,355

 敷金及び保証金の差入による支出 △40,789 －

 敷金及び保証金の回収による収入 － 12,923

 投資活動によるキャッシュ・フロー △44,101 △253,237

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 新株式申込証拠金の払込による収入 － 11,970

 新株予約権の発行による収入 － 3,245

 長期借入れによる収入 － 150,000

 長期借入金の返済による支出 △47,539 △10,172

 株式の発行による収入 729,411 2,800

 株式の発行による支出 △19,405 △250

 財務活動によるキャッシュ・フロー 662,466 157,592

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 830,153 △5,861

現金及び現金同等物の期首残高 121,329 951,483

現金及び現金同等物の期末残高 ※  951,483 ※  945,622
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方針

　　その他有価証券

　　　時価のないもの……………… 移動平均法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　　　定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は建物が15年、工具、器具及び備品が３年～15年であります。

（2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(３年)に基づいております。

また、のれんについては５年間の均等償却を行っております。

３ 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）ポイント引当金

MedPeer会員に付与したポイントの将来の利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込み額を計

上しております。　

（3）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しておりま

す。

４ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

５ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。　　

 

(追加情報)

該当事項はありません。

 
(貸借対照表関係)

※　新株式申込証拠金は次のとおりであります。

　　当事業年度（平成27年９月30日）

　　株式の発行数　　　　　　　　　　　　 85,500株

　　資本金の増加の日　　　　　 　平成27年10月13日

　　資本準備金に繰入れる予定の金額　　5,985,000円
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(損益計算書関係)

 ※　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度40.0％、当事業年度24.4％、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度60.0％、当事業年度75.6％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日)

広告宣伝費 53,679千円 60,580千円

役員報酬 54,750 64,860 

給料及び手当 106,639 165,181 

支払手数料 77,052 95,461 

減価償却費 2,744 9,922 

貸倒引当金繰入額 △2 △10 

賞与引当金繰入額 1,549 13,163 

ポイント費用 148,227 115,259 

ポイント引当金繰入額 16,534 8,494 

のれん償却 － 19,833 
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 14,670 1,667,530 ― 1,682,200
 

（変動事由の概要）

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

１.平成26年３月２日付株式分割による増加　 1,452,330株

２.公募増資による増加　　　　　　　　　 　　160,000株

３.第三者割当増資による増加　　　　　　　　　35,200株　　

４.新株予約権の権利行使による増加　　　　 　 20,000株

 

２  自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４  配当に関する事項

該当事項はありません。　

 

当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,682,200 6,748,800 ― 8,431,000
 

（変動事由の概要）

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

１.平成26年10月１日付株式分割による増加　 6,728,800株

２.新株予約権の権利行使による増加　　　　 　20,000株

 

２  自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３  新株予約権等に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業年度
末残高
(千円)

当事業年度
期首

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社
第９回
新株予約権

普通株式 － － － － 3,241

合計 － － － － － 3,241
 

 

４  配当に関する事項

該当事項はありません。　

 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 951,483千円 945,622千円

現金及び現金同等物 951,483千円 945,622千円
 

 

EDINET提出書類

メドピア株式会社(E30650)

有価証券報告書

63/88



 

(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また必要な資金については、新株発行や銀行借入に

より調達しております。また、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　敷金は、本社事務所の賃貸借契約に伴うものであり、賃貸人の信用リスクに晒されております。

　営業債務である未払金、未払費用、未払法人税等、未払消費税等は、１年以内の支払期日であります。

　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金）は主に運転資金・投資資金の目的で調達した資金であります。

　これらは流動性リスクに晒されていますが、当該リスクにつきましては、月次単位での支払予定を把握する

などの方法により、当該リスクを管理しております。投資有価証券については、投資先企業の財務状況の悪化

などによる減損リスクに晒されています。当該リスクに関しては、定期的に発行体の財務状況を把握すること

で減損懸念の早期把握や軽減を図っております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　営業債権については、与信管理規程に従い、管理部が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性を維持する

ことなどにより流動性リスクを管理しております。
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２　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度(平成26年９月30日)

 貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(１)現金及び預金 951,483 951,483 －

(２)受取手形 25,920 25,920 －

(３)売掛金(※) 219,132 219,132 －

(４)敷金 53,713 53,648 △64

資産計 1,250,249 1,250,184 △64

(１)未払金 32,489 32,489 －

(２)未払費用 30,640 30,640 －

(３)未払法人税等 81,926 81,926 －

負債計 145,056 145,056 －
 

(※)売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

 
当事業年度(平成27年９月30日)

 貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(１)現金及び預金 945,622 945,622 －

(２)受取手形 21,384 21,384 －

(３)売掛金(※) 164,772 164,772 －

(４)敷金 40,789 40,784 △4

資産計 1,172,568 1,172,563 △4

(１)未払金 22,244 22,244 －

(２)未払費用 13,054 13,054 －

(３)未払法人税等 19,346 19,346 －

(４)長期借入金

　　(１年内返済予定分を含む)
139,828 139,860 32

負債計 194,473 194,505 32
 

(※)売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

 
(注)１. 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資  産

  (１)現金及び預金、(２)受取手形、(３)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

  (４)敷金

敷金の時価については、将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算

定しております。

負  債

　 (１)未払金、（２）未払費用、（３）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

  (４)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

 

２. 非上場株式（貸借対照表価額15,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

メドピア株式会社(E30650)

有価証券報告書

65/88



 

   ２. 金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成26年９月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 951,483 － － －

受取手形 25,920 － － －

売掛金 219,177 － － －

敷金 12,923 40,789 － －

合計 1,209,460 40,789 － －
 

当事業年度(平成27年９月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 945,622 － － －

受取手形 21,384 － － －

売掛金 164,772 － － －

敷金 40,789 － － －

合計 1,172,568 － － －
 

 

   ３. 長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成26年９月30日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（平成27年９月30日）

区分
１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 30,516 30,516 30,516 30,516 17,764
 

 

(有価証券関係)

前事業年度（平成26年９月30日）

該当事項はありません。

 
当事業年度（平成27年９月30日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(ストック・オプション等関係)

１　ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 
２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

平成26年10月１日付株式分割(１株につき５株の割合)による分割後の株式数に換算して記載しております。

(1) ストック・オプションの内容

 

 第３回(あ)新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　１名
当社従業員　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　62,500株

付与日 平成22年11月30日

権利確定条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）
は、当社の普通株式が日本国内　外の証券取引所に上場される日ま
で、本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得
た場合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締
役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき
新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところに
よる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成24年10月21日～平成32年９月28日
 

　

 第３回(う)新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　４名
当社従業員　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　110,000株

付与日 平成23年９月27日

権利確定条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）
は、当社の普通株式が日本国内外の証券取引所に上場される日まで、
本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場
合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締
役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき
新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところに
よる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成25年８月18日～平成32年９月28日
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 第５回(あ)新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　20,000株

付与日 平成24年６月１日

権利確定条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）
は、当社の普通株式が日本国内外の証券取引所に上場される日まで、
本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場
合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締
役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき
新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところに
よる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成26年５月15日～平成34年４月４日
 

(注）平成24年４月５日開催の臨時株主総会決議に基づく新株予約権は、当事業年度末までに全て行使が完了しておりま
す。　

 

 第６回(あ)新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　４名
当社従業員　６名

株式の種類及び付与数 普通株式　212,500株

付与日 平成24年９月26日

権利確定条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）
は、当社の普通株式が日本国内外の証券取引所に上場される日まで、
本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場
合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締
役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき
新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところに
よる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成27年９月26日～平成34年９月４日
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 第７回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　２名
当社従業員　17名

株式の種類及び付与数 普通株式　222,500株

付与日 平成25年９月27日

権利確定条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）
は、当社の普通株式が日本国内外の証券取引所に上場される日まで、
本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場
合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締
役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき
新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところに
よる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成28年９月28日～平成35年９月26日
 

　
　

 第８回(あ)新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　２名
当社従業員　12名

株式の種類及び付与数 普通株式　138,500株

付与日 平成26年１月10日

権利確定条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）
は、当社の普通株式が日本国内外の証券取引所に上場される日まで、
本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場
合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締
役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき
新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところに
よる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成28年12月29日～平成35年12月25日
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 第８回(い)新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　5,000株

付与日 平成26年２月28日

権利確定条件

(1)　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）
は、当社の普通株式が日本国内外の証券取引所に上場される日まで、
本新株予約権を行使できない。ただし、当社取締役会の承認を得た場
合はこの限りではない。

(2)　新株予約権者は、権利行使時においても当社又は当社子会社の取締
役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要する。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(3)　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。ただ
し、当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

(4)　その他の行使条件は、当社取締役会決議及び株主総会決議に基づき
新株予約権者と締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところに
よる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成28年12月29日～平成35年12月25日
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 第９回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名、執行役員　１名
当社従業員　29名

株式の種類及び付与数 普通株式　324,500株

付与日 平成26年12月25日

権利確定条件

(1)　新株予約権者は、下記①乃至③に掲げる各条件を充たした場合、各
新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ定めら
れた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を、当該条件を
最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から行使する
ことができる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が
生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

①　平成27年９月期において、売上高が14.5億円を超過し、かつEBITDA
（当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書における営業利
益に、連結キャッシュ・フロー計算書に記載された減価償却費及び無
形固定資産償却費を加算した額をいい、以下同様とする。なお、連結
財務諸表を作成していない場合、それぞれ損益計算書及びキャッ
シュ・フロー計算書とする。）が正の値となった場合 行使可能割
合：10％

② 平成27年９月期乃至平成30年９月期のうち、いずれかの期において
売上高が20億円を超過し、かつ当該超過した期においてEBITDAが正の
値となった場合 行使可能割合：50％

③ 平成27年９月期乃至平成30年９月期のうち、いずれかの期において
売上高が30億円を超過し、かつ当該超過した期においてEBITDAが正の
値となった場合 行使可能割合：100％

(2) 上記(1)における売上高及びEBITDAの判定において、適用される会
計基準の変更等により売上高もしくは参照すべきEBITDAの計算に用い
る各指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な範囲
内において、別途参照すべき適正な指標及び数値を取締役会にて定め
るものとする。

(3) 新株予約権者は、当社又は当社関係会社の取締役、監査役、執行役
員又は従業員を退任又は退職した場合、上記(1)に基づいて既に行使
可能となっている新株予約権を除き、それ以降本新株予約権を行使す
ることができない。

(4)　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
(5)　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点に
おける授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の
行使を行うことはできない。

(6) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成28年１月１日～平成36年11月26日
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度（平成27年９月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。

①  ストック・オプションの数

 
第３回(あ)
新株予約権

第３回(う)
新株予約権

第５回(あ)
新株予約権

第６回(あ)
新株予約権

第７回新株予約権

権利確定前      

 前事業年度末(株) － － － 200,000 222,500

  付与(株) － － － － －

  失効(株) － － － － 35,000

  権利確定(株) － － － 200,000 －

  未確定残(株) － － － － 187,500

権利確定後      

 前事業年度末(株) 25,000 50,000 20,000 － －

  権利確定(株) － － － 200,000 －

  権利行使(株) － － 20,000 － －

  失効(株) － － － 10,000 －

  未行使残(株) 25,000 50,000 － 190,000 －
 

 

 
第８回(あ)
新株予約権

第８回(い)
新株予約権

第９回
新株予約権

権利確定前    

 前事業年度末(株) 128,500 5,000 －

  付与(株) － － 324,500

  失効(株) 8,000 － 5,900

  権利確定(株) － － －

  未確定残(株) 120,500 5,000 318,600

権利確定後    

 前事業年度末(株) － － －

  権利確定(株) － － －

  権利行使(株) － － －

  失効(株) － － －

  未行使残(株) － － －
 

　（注）平成26年10月１日付株式分割（１株につき５株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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②  単価情報

 
第３回(あ)
新株予約権

第３回(う)
新株予約権

第５回(あ)
新株予約権

第６回(あ)
新株予約権

第７回新株予約権

権利行使価格
　　　　　(円)

110 110 140 140 150

行使時平均株価
　　　　　(円)

－ － 1,638 － －

付与日における
公正な評価単価
　　　　　(円)

－ － － － －

 

 

 
第８回(あ)
新株予約権

第８回(い)
新株予約権

第９回新株予約権

権利行使価格
　　　　　(円)

220 220 1,818

行使時平均株価
　　　　　(円)

－ － －

付与日における
公正な評価単価
　　　　　(円)

－ － －

 

　（注）平成26年10月１日付株式分割（１株につき５株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 
３ 当事業年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当事業年度において付与された第９回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりでありま

す。

①　使用した使用した評価技法　　モンテカルロ・シミュレーション式

②　主な基礎数値及び見積方法

 第９回新株予約権

株価変動性（注）１ 48.21%

予想残存期間（注）２ 10年

予想配当（注）３ ０円／株

無リスク利子率（注）４ 0.497%
 

（注）１.平成26年11月13日開催の取締役会決議前取引日の東京証券取引所における当社株価の終値に基づき算定して

おります。

 ２.十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の満期日において行使される

ものと推定して見積っております。

 ３.平成26年９月期の配当実績によっております。

 ４.予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 

４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。

 

５　ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値の合計

額及び当事業年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

(１)当事業年度末における本源的価値の合計額

　      309,391千円

(２)当事業年度に権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計

           32,200千円
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

 繰延税金資産   

ポイント引当金 15,686千円 17,359千円

未払事業税 6,751千円 1,439千円

賞与引当金 1,119千円 5,191千円

資産除去債務 ―千円 4,866千円

未払費用 ―千円 3,865千円

その他 317千円 198千円

 繰延税金資産合計 23,874千円 32,920千円

 繰延税金負債   
資産除去債務に対応する除去費用 ―千円 △4,239千円

 繰延税金負債合計 ―千円 △4,239千円

 繰延税金資産の純額 23,874千円 28,680千円
 

　

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

流動資産－繰延税金資産 23,573千円 27,867千円

固定資産－繰延税金資産 301千円 813千円
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

　法定実効税率  －  35.6%

(調整)  －  

交際費等永久に損金に算入されない項目  －  3.4%

住民税均等割等  －  0.4%

税率変更による期末繰延税金資産の減額
修正

 －  1.9%

その他  －  0.1%

　税効果会計適用後の法人税等の負担率  －  41.2%
 

(注)前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。

 

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年法

律第２号)が平成27年３月31日に公布され平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行

われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は従来の35.64%から平成27年10

月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.06%に、平成28年10月１日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異については32.26%となります。なお、この税率変更による財務諸表に与える影響は

軽微であります。

 
(企業結合等関係)

取得による企業結合

(1) 事業譲受の概要

①事業譲受先の名称

株式会社日経ＢＰ

②事業の内容

株式会社日経ＢＰと平成25年５月31日に締結した「業務提携契約書」に基づき株式会社日経ＢＰ及び当社が共

同で行う医師向けインターネット掲示板事業のうち、株式会社日経ＢＰに帰属する事業

③事業譲受を行った主な理由及び取得企業を決定するに至った主な根拠
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当社は、平成19年に医師向けコミュニティサイト「MedPeer」のサービス提供を開始し、平成21年より、株式会

社日経ＢＰが提供する医師・医療従事者のための総合医療情報サイト「日経メディカル Online」と共同で運営し

て参りました。

この度、今後の「MedPeer」の方向性について両社で検討した結果、２社の共同運営よりもメドピア単独での運

営のほうが意思決定をスピードアップさせ、サービスを効率化できるという点で合意し、事業を譲り受けること

を決定いたしました。

④事業譲受日

平成27年２月28日

⑤企業結合の法的形式

事業譲受

 
(2) 財務諸表に含まれる取得した事業の業績の期間

平成27年３月１日から平成27年９月30日まで

 
(3) 取得した事業の取得原価及びその内訳

取得の対価　　         170百万円

取得に直接要した費用　　 －百万円

取得原価　　　　　　　　170百万円

 
(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

170百万円

②発生原因

主として「MedPeer」の単独運営によって期待される超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

 
(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

該当事項はありません。

 
 

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

 
（1）当該資産除去債務の概要

建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

 
（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は0.849％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

 
（3）当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
　　至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
　　至　平成27年９月30日）

期首残高 － －

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 14,967千円

時の経過による調整額 － 116千円

期末残高 － 15,084千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　当社は、単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

１　製品及びサービスごとの情報

(単位：千円)

 医師集合知サービス 医師求人情報サービス 合計

外部顧客への売上高 882,033 76,286 958,320
 

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高

ファイザー株式会社 126,200

大塚製薬株式会社 119,982
 

(注)　当社は単一セグメントとしているため、関連するセグメント名は記載を省略しております。

 

当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日)

１　製品及びサービスごとの情報

(単位：千円)

 医師集合知サービス 医師求人情報サービス 合計

外部顧客への売上高 960,705 79,190 1,039,896
 

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高

ファイザー株式会社 129,800

大塚製薬株式会社 116,375
 

(注)　当社は単一セグメントとしているため、関連するセグメント名は記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日)

当社は、単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

 関連当事者との取引

 財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

 前事業年度(自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日)

 該当事項はありません。

 

 当事業年度(自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日)

 

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金
又は出
資金
(千円)

事業
の内
容又
は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(%)

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

役員 島田　亨 － － －
(被所有)
直接7.71

当社
取締役

ストック・
オプション
の権利行使
に関する払
込

11,970
新株式
申込証
拠金

11,970

 

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等　

上記の取引は、取締役会(平成24年９月25日)の決議に基づき付与されたストックオプションの翌会計年度における権利

行使に関する払込を記載しております。
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり純資産額 125.62円 134.00円

１株当たり当期純利益金額 19.83円 8.36円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 18.99円 7.85円
 

 

(注) １．当社は平成26年３月２日付で、普通株式１株につき100株、平成26年10月１日付で、普通株式１株につき５

株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

    ２．当社は平成26年６月27日に東京証券取引所マザーズに上場したため、平成26年９月期の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額は、新規上場日から平成26年９月末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定し

ております。

３．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。
　

項目
前事業年度

(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

当事業年度
(自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益(千円) 150,604 70,397

  普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る当期純利益(千円) 150,604 70,397

  普通株式の期中平均株式数(株) 7,596,055 8,418,342

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額(千円) － －

　普通株式増加数(株) 335,996 546,986

　(うち新株予約権)(株) (335,996) (546,986)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－

第９回新株予約権
（新株予約権の目的となる
株式の種類及び数、普通株
式318,600株）
　概要は、「第４提出会社
の状況」の「１．株式等の
状況」の「(2)新株予約権
等の状況」に記載しており
ます。
 

 

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

 建物 538 40,439 538 40,439 4,930 4,989 35,508

  工具、器具及び備品 13,254 25,014 8,198 30,070 10,365 9,135 19,705

有形固定資産計 13,792 65,453 8,736 70,509 15,295 14,124 55,214

無形固定資産        

 ソフトウエア 903 － 903 － － 50 －

 ソフトウエア仮勘定 － 15,355 － 15,355 － － 15,355

 のれん － 170,000 － 170,000 19,833 19,833 150,166

無形固定資産計 903 185,355 903 185,355 19,833 19,833 165,522
 

(注) 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 本店移転に伴う設備等の購入 40,439千円

工具、器具及び備品 PCやサーバー等の購入 25,014千円

ソフトウェア仮勘定 新システム開発費用 15,355千円

のれん 事業譲受による増加 170,000千円
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 30,516 0.63 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― 109,312 0.63
平成28年10月１日～
平成32年４月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 ― 139,828 ― ―
 

 （注）１.「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。
２.長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 30,516 30,516 30,516 17,764
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金(注１) 44 34 － 44 34

賞与引当金 3,140 15,702 3,140 － 15,702

ポイント引当金(注２) 44,014 52,508 － 44,014 52,508
 

（注１) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　（注２) ポイント引当金の「当期減少額(その他）」は、洗替えによる取崩額であります。

 
【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資産除去

債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 －

預金  

  普通預金 945,622

合計 945,622
 

 

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

持田製薬株式会社 21,384

合計 21,384
 

 

期日別内訳

期日別 金額(千円)

平成27年10月満期 4,752

平成27年11月満期 4,752

平成27年12月満期 4,752

平成28年１月満期 7,128

合計 21,384
 

 

ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

ファイザー株式会社 54,000

大塚製薬株式会社 16,632

バイエル薬品株式会社 16,308

グラクソスミスクライン 12,432

協和発酵キリン株式会社 10,314

その他 55,119

合計 164,806
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

 

219,177 1,122,911 1,177,282 164,806 87.72 62.4
 

(注)  消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 340,620 582,501 818,752 1,039,896

税引前四半期(当期)
純利益金額

(千円) 111,202 92,874 103,678 119,682

四半期(当期)純利益
金額

(千円) 70,397 56,561 62,388 70,397

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 8.37 6.72 7.41 8.36
 

 
(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純
利益金額又は１株当
たり四半期純損失金
額(△)

(円) 8.37 △1.65 0.69 0.95
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度  10月１日から ９月30日まで

定時株主総会  毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 　９月30日

剰余金の配当の基準日  ３月31日、９月30日

１単元の株式数 　100株

単元未満株式の買取り  

    取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

    株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行株式会社

    取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

    買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事
由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し
て行います。
なお、電子公告は当社ホームページに記載しており、そのアドレスは以下のとおりで
す。
http://medpeer.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨定

款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3) 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

該当事項はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第10期（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）平成26年12月26日関東財務局長に提出。

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成26年12月26日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第11期第１四半期（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）平成27年２月12日関東財務局長に提出。

第11期第２四半期（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）平成27年５月15日関東財務局長に提出。

第11期第３四半期（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）平成27年８月12日関東財務局長に提出。

 
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(事業譲受の決議)の規定に基づく臨時報告書

平成27年１月15日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成27年12月18日

メ ド ピ ア 株 式 会 社

取    締    役    会　御中
 

 

有限責任監査法人 トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　村　孝　郎　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　髙　木　政　秋　　㊞

 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるメドピア株式会社の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

 
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、メドピ

ア株式会社の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、メドピア株式会社の平成27年

９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

当監査法人は、メドピア株式会社が平成27年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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